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県都『あきた』改革プラン実施計画取組一覧（全１３０項目）

① 市民協働によるまちづくりの推進

② 市民協働による新たな支援策の実施

③ 道路除排雪対象路線の見直しと地域支援策の検討

④ 地域における自殺対策力の強化

⑤ 市民協働による地域活動の活性化

(2) 地域活動に対する支援の
あり方の検討

① 町内会等に対する新たな支援策の実施

① 指定管理者制度の導入(市民サービスセンター)

② 指定管理者制度の導入(屋内体育施設)

③ 指定管理者制度の導入(コミュニティセンター)

④ モニタリング体制の充実

① 公園管理事務所への民間活力の導入

② 学校給食における調理業務民間委託の推進

③ 市営住宅管理業務の民間との役割分担の見直し

① 公立保育所の民間移行(川尻保育所)

② 公立保育所の民間移行(港北保育所)

③
公立保育所の民間移行
(手形第一保育所、保戸野保育所、牛島保育所)

④
公立保育所の民間移行(その他の保育所(２７年度移行分))
(泉保育所、土崎保育所、川口保育所)

⑤
公立保育所の民間移行(その他の保育所(２８年度移行分))
(寺内保育所)

⑥
公立保育所の民間移行(その他の保育所(２８年度移行分))
(河辺・雄和地域の保育所)

⑦
公立保育所の民間移行(その他の保育所(２９年度移行分))
(河辺・雄和地域の保育所)

(6) 老人福祉施設のあり方の
見直し

① 公設老人デイサービスセンターのあり方の見直し

① 相談窓口へのパーティションおよび個室の設置

② フロア案内人の配置

③ 総合窓口機能の導入

④ 接遇研修の強化

⑤ 窓口対応マニュアルの作成および見直し

① 自動交付機の増設

② 「あきた市民カード」の普及

③ 申請書の簡略化

④ コールセンター機能の導入可能性の検討

(3) 意見・要望・苦情等対応
マニュアルの作成

① 共通マニュアルの作成

① 総合評価落札方式の導入

② 格付基準の改正

③ 業務委託に対する最低制限価格制度の導入

④ 公契約制度の導入

① 要綱等の審査・公表

② 公文書等の管理に関する例規等の整備

③ ファイリングシステムの導入

① 各課ホームページの情報更新頻度の増加

②
市長ふれあいトーク、対話集会、ワークショップ等による
市民の意見を聴取する機会の充実

改革の視点

Ⅰ公共サービス
の改革
（６７項目）

１

２

(5)

(1)

(2)

(4)

(5)

(6)

(1)

改革の項目

(3)

(4)

市民協働の推進

指定管理者制度の活用

市民意見の政策への反映

公立保育所の民間移行

窓口サービスの改善とあ
り方の検討

市民の利便性の向上

入札制度の改善

アウトソーシング等の活
用

行政情報の提供

新しい公共の
推進
（２１項目）

行政サービス
の向上
（１９項目）

改革の取組改革の分類
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

○ 総務課、市民協働・地域分権推進課 10

○ 市民協働・地域分権推進課 11

○ 道路維持課 11

○ 健康管理課 12

○ 市民協働・地域分権推進課 12

○
生活総務課、市民協働・地域分権推進
課

13

○ 市民協働・地域分権推進課 14 23年度で完了

　　　　　(環境整備が終了次第、実施) スポーツ振興課 14

○ 生活総務課 15

○ 総務課 16 24年度で完了

○ 公園課 16 25年度で完了

○ 学事課 17

○ 住宅整備課 17

○ 子ども育成課 18 23年度で完了

○ 子ども育成課 18 25年度で完了

○ 子ども育成課 19

子ども育成課 19

子ども育成課 20

子ども育成課 20

子ども育成課 21

○ 長寿福祉課 21 実施:H26→H25

○ 生活総務課、管財課 22 23年度で完了

○ 生活総務課ほか窓口業務を扱う課所室 22 23年度で完了

○ 市民課 23

○ 生活総務課 23 23年度で完了

○ 生活総務課 24 23年度で完了

○ 市民課 24

○ 市民課 25

○ 生活総務課ほか窓口業務を扱う課所室 25

○ 市民相談センター 26 24年度で完了

○ 生活総務課、市民相談センター 26 23年度で完了

○ 契約課 27

○ 契約課 27 23年度で完了

○ 契約課 28 23年度で完了

○ 契約課 28

○ 文書法制課 29

○ 文書法制課 29

○ 文書法制課 30

○ 情報統計課 31

○ 広報広聴課 32

備考
掲載
ページ

年度別実施状況
所管課

※年度別実施状況にかかる

表記の凡例

検討／準備手続

○ 実施

継続実施
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改革の視点 改革の項目 改革の取組改革の分類

①
施設の見直し(ふれあい交流館かわべ駐車場の管理方法の
見直し)

② 施設の見直し(河辺農林漁業資料館の管理運営の見直し)

③ 施設の廃止等(河辺戸島ふるさとセンターの譲渡)

④ 施設の廃止等(雄和中の沢多目的研修集会施設の譲渡)

⑤ 施設の廃止等(雄和農林漁家高齢者センターの廃止)

⑥ 施設の廃止等(河辺畜産経営環境整備施設の譲渡)

⑦ 施設の廃止等(雄和ふるさとセンターの休・廃止)

⑧ 施設の廃止等(雄和山水荘の処分)

⑨ 施設の廃止等(雄和糠塚地区民間資本活用施設用地の譲渡)

⑩ 施設の廃止等(雄和休憩サービス施設の譲渡)

⑪ 施設の廃止等(雄和サイクリングターミナルの譲渡)

⑫ 施設の見直し(河辺岩見温泉のあり方の見直し)

① 公共施設の一元管理に向けた取組

②
太平山リゾート公園施設および太平山スキー場のあり方の
検討

①
市民サービスセンターの整備(北部地域、河辺地域、雄和
地域)

② 市民サービスセンターの整備(中央地域)

③ 市民サービスセンターの整備(東部地域)

④ 市民サービスセンターの整備(南部地域）

⑤ 地域センターのコミュニティセンター化

① 統廃合後の学校施設の利活用指針策定

② 未利用施設にかかる利活用手法の構築および運用

① 公共施設案内予約システムの利便性向上

② 文化施設における年間パスポートの発行

③
秋田市民交流プラザの稼働率向上に向けたサービス等の改
善

① 施設使用料の見直し

② 事務手数料の見直し

③ 減免制度の見直し

３

(2)

(3)

(4)

(5)

(1)

(1) 合併引継施設のあり方の
見直し

公共施設の維持管理の合
理化・効率化

住民活動施設のあり方の
検討

統廃合後の学校施設等未
利用施設の利活用

公共施設のサービス等改
善による利用率向上

受益と負担の適正化４ 受益と負担の
適正化
（３項目）

公共施設の利
活用
（２４項目）
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
備考

掲載
ページ

年度別実施状況
所管課

○ 河辺市民サービスセンター 33 23年度で完了

○ 文化振興室 33 25年度で完了

○ 河辺市民サービスセンター 34

○ 雄和市民サービスセンター 34 24年度で完了

○ 長寿福祉課 35 24年度で完了

○ 農林総務課 35 24年度で完了

○ 文化振興室 35 25年度で完了

○ 農林総務課 36

○ 観光物産課 36 実施:H25→H26

○ 観光物産課 37 24年度で完了

○ 観光物産課 37

○ 観光物産課 38

○ 公共施設監査保全室 38

○ 公園課 39 24年度で完了

○ 市民協働・地域分権推進課 39 23年度で完了

○ 市民協働・地域分権推進課 40

○ 市民協働・地域分権推進課 40

○ 市民協働・地域分権推進課 41

○ 生活総務課 41

○ 教育委員会総務課 42 23年度で完了

○
管財課ほか未利用施設を所管する課所
室

42

○ 情報統計課 43 23年度で完了

○ 文化振興室 43 25年度で完了

○ 秋田市民交流プラザ管理室 44

○ 総務課ほか施設使用料を扱う課所室 45

○ 財政課ほか事務手数料を扱う課所室 46

○ お客様センター 46
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改革の視点 改革の項目 改革の取組改革の分類

(1) 中長期的な財政見通しに
基づく財政運営の推進

① 中長期財政見通しの作成、公表

(2) 公会計改革の推進 ① 財務諸表の活用方法の検討

(3) 基金のあり方の見直し ① 統合、廃止を含めた各基金のあり方の検証

①
市債発行額の抑制(市債依存度１０％以下へ抑制(臨時財政
対策債を除く。))

② 事業に応じた償還期間設定による償還額の平準化

①
(財)秋田市総合振興公社と(財)雄和環境保全公社の統合に
向けた取組

② 市出資団体の経営の健全化・合理化

(6) 公益法人制度改革への対
応

① 公益法人制度改革への適切な対応

(1) 新規財源の開拓 ① 広告料、貸付料などの新規財源の開拓

① 債権管理に関する指導・助言

② 目標収入(納)率の設定と取組の検証

③ 収入(納)率向上(市税)

④ 収入(納)率向上(国民健康保険税)

⑤ 収入(納)率向上(公営住宅使用料)

⑥ 収入(納)率向上(介護保険料)

⑦ 収入(納)率向上(保育所保護費負担金)

⑧ 収入(納)率向上(医療費患者自己負担分)

⑨ 収入(納)率向上(水道料金、下水道使用料等)

① 土地など未利用資産の売却および貸付

② 有価証券の処分

(1) 効果的・効率的な行政経
営の基盤となる事務事業
評価の実施

① 事務事業評価の実施

(2) 補助金の見直し ① 補助金の見直し

(3) 繰出金の見直し
①

特別会計および企業会計を対象とした繰出金の積算の見直
し

① 随意契約から一般競争入札への切り替え

② 随意契約の委託料削減

① 特別職給料の削減

② 利用実態に応じた旅費の支給方法の見直し

(6) 行政委員会の委員報酬の
見直し

①
勤務実態に応じた支給形態(月額制・日額制)と支給額の改
正

Ⅱ １

２

(4)

(5)

財政運営の改
革
（２８項目）

(2)

歳出の見直し
（８項目）

歳入の確保
（１２項目）

(3)

(4)

(5)

公債費の縮減

市出資団体の経営の健全
化・合理化

適正な債権管理と未収金
の解消

未利用資産等の活用

委託料の見直し

職員給与等の見直し

３

財政基盤の確
立
（８項目）
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
備考

掲載
ページ

年度別実施状況
所管課

○ 財政課 47

○ 財政課 48

○ 財政課 49

○ 財政課 50

○ 財政課 51

○ 総務課、環境総務課 52

○ 総務課ほか市出資団体の所管課所室 53

○ 総務課ほか各財団法人の所管課所室 54 25年度で完了

○ 財政課 55

○ 特別滞納整理課 56

○ 特別滞納整理課 57

○ 納税課 58

○ 国保年金課 59

○ 住宅整備課 60

○ 介護保険課 61

○ 子ども育成課 62

○ 医事課 63

○ お客様センター 64

○ 管財課 65

○ 管財課 66 24年度で完了

○ 企画調整課 67

○ 企画調整課、財政課 68

○ 企画調整課、財政課 69

○ 企画調整課、財政課 70

○ 企画調整課、財政課 70

○ 人事課 71

○ 人事課 71 23年度で完了

○ 人事課 72 24年度で完了
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改革の視点 改革の項目 改革の取組改革の分類

①
組織機構の改正(子ども・子育て関連施策を一元的に所管
する部門の新設)

② 組織機構の改正(内部管理部門の整理、統合)

③ 組織機構の改正(市民生活に密着した部門の整理、統合)

④ 組織機構の改正(農商工連携を推進するための組織の検討)

⑤ 部局横断的な課題へ対応するためのポストの新設

⑥
効率的な組織運営に向けた課所室規模の適正化や担当の大
括り化

(2) 職員数の適正化 ① 第４次秋田市定員適正化計画の推進

(3) 職制の効率化 ① 管理職層の複線型人事管理に向けた職制の整備

① 市長から副市長への事務委任の実施

② 部長、課長等への専決事項の拡大

① 消防組織機構の見直し

② 消防団の活動環境等整備の推進

(1) 危機管理体制の充実 ① 危機管理計画および危機管理マニュアルの運用

(2) コンプライアンスの推進 ① 不祥事等の未然防止に向けた危機管理体制の構築

① 査察体制の充実強化

② 放火火災防止対策の推進

(1) 人事評価結果の活用の検
討

① 部長級職員の勤勉手当への反映

① 秋田市職員研修基本計画の改訂

② 実務分野の科目拡大など職員研修の充実

① 任期付職員の採用

② 男性職員の育児休業取得率１０％に向けた取組

① ＩＴエキスパートによるシステムの見直しおよび最適化

② 電子申請サービスの拡充

③ 医療機関等へ発出する文書のペーパーレス化

(2) 工事関連業務の電子化 ① 工事関連業務の電子納品化

(1) 市立病院の経営形態の見
直し

① 市立秋田総合病院の地方独立行政法人への移行

(2) 美術工芸短期大学のあり
方の検討

① ４年制大学化および公立大学法人化

① 青果部、水産物部の地方卸売市場への転換

② 指定管理者制度の導入

③ 花き部の地方卸売市場への転換にかかる検討

① 職員数の適正化

② 包括的民間委託の実施

③ 八橋下水道終末処理場のあり方に関する検討

④ 浄水場の整理・統合

(5) 大森山動物園会計のあり
方の検討

① 特別会計としてのあり方の検討

Ⅲ １組織・執行体
制の改革
（３５項目）

４

５

(1)

(4)

(5)

２

組織体制の見
直し
（１２項目）

職員研修の見直し

多様な働き方を可能とす
る人事制度の活用促進

電子自治体の推進

組織機構の見直し

事務委任と職務権限の見
直し

消防組織体制の見直し

防火対策推進施策の充実

卸売市場のあり方の見直
し

(3)

(2)

(3)

(1)

３ 人事制度の見
直しと職員の
資質向上
（５項目）

危機管理の強
化
（４項目）

上下水道局の経営改革

地方公営企業
等の改革
（１０項目）

電子自治体の
推進
（４項目）

(3)

(4)
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Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
備考

掲載
ページ

年度別実施状況
所管課

○ 総務課 73 23年度で完了

○ 総務課 73 23年度で完了

○ 総務課 73 23年度で完了

○ 総務課 74

○ 人事課 74 23年度で完了

○ 総務課 75

○ 人事課 76

○ 人事課 77 24年度で完了

○ 総務課 78 24年度で完了

○ 総務課 78 24年度で完了

○ 警防課 79

○ 消防本部総務課 80

○ 防災安全対策課 81

○ 総務課 82

○ 予防課 83

○ 予防課 84

○ 人事課 85 24年度で完了

○ 人事課自治研修センター 85 23年度で完了

○ 人事課自治研修センター 86

○ 人事課 87

○ 人事課 87

○ 情報統計課 88

○ 情報統計課 89

○ 保健総務課 90 23年度で完了

○ 公共施設監査保全室 90

○
病院法人移行準備室
(市立病院総務課)

91

○ 企画調整課 92 25年度で完了

○ 市場管理室 93 24年度で完了

○ 市場管理室 93 24年度で完了

○ 市場管理室 94

○ 上下水道局総務課 95

○ 上下水道局総務課 96

○ 上下水道局総務課 96 24年度で完了

○ 水道建設課 97

○ 大森山動物園 98

- 9 -



  
 

- 10 - 

Ⅰ 公共サービスの改革 

 

１ 新しい公共の推進 

(1) 市民協働の推進 

市民協働・都市内地域分権による地域課題の解決や公共サービスの提供など、特色ある地域

づくり、まちづくりを進める。 

また、市民やＮＰＯなど多様な主体による新しい公共を推進するための環境整備に取り組む。 

         

改革の効果 市民協働への意識が高揚し、市政への住民参加機会が拡充される。 

      

    Ⅰ－１－(1)－① 

取組名 市民協働によるまちづくりの推進 所管課 
総務課、市民協働・

地域分権推進課 

取組概要 

ＮＰＯなどによる市民活動や各団体間のネットワーク形成の支援、各種相

談・情報提供の充実、人材の育成など、これまで進めてきた市民協働の取組

に加え、新しい公共を推進するための環境づくりに取り組む。 

(取組を通じた目標) 

・秋田市の住みごこちを「住みやすい」「どちらかといえば住みやすい」と

感じている市民の割合    ７５．０％以上 （２０年度 ６６．９％)    

・ＮＰＯ、ボランティア活動などの市民活動へ「関心がある」「ある程度関

心がある」市民の割合   ６０．０％以上 （２０年度 ４２．５％)   

・ＮＰＯ、ボランティア活動などの市民活動へ「積極的に参加している」「と

 きどき参加している」市民の割合 ２０．０％以上 （２０年度 ９．３％) 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

新しい公共を推進するための環境づくりにあたり、市や県

等の地域活動支援策の情報を把握するとともに、地域支援

担当職員による地域の巡回を実施し、地域の課題解決に向

けた情報提供を行った。また、地域と地域支援担当との協

働による活動事例を積み重ねたほか、庁内に対する地域活

動事例等の情報提供を行うため、地域貢献活動データベー

スを開設した。 

H24 継続実施 

市や県等の市民活動支援策の把握に努め、担当職員による

地域の巡回を実施して、地域の課題解決に向けた情報提供

を行うとともに、地域づくり交付金や各種地域活動支援施

策の活用を促進し、協働による活動事例を積み重ねた。 

H25 継続実施 

市や県等の市民活動支援策の把握に努め、担当職員による

地域の巡回を実施して、地域の課題解決に向けた情報提供

を行うとともに、地域づくり交付金や各種地域活動支援施

策の活用を促進し、協働による活動事例を積み重ねた。 

H26 継続実施 

市や県等の市民活動支援策の把握に努め、担当職員による

地域の巡回を実施して、地域の課題解決に向けた情報提供

を行うとともに、地域づくり交付金や各種地域活動支援施

策の活用を促進し、協働による活動事例を積み重ねて行く。 
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    Ⅰ－１－(1)－② 

取組名 市民協働による新たな支援策の実施 所管課 
市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 

市民と市の協働によるまちづくりを推進するため、個性ある地域づくりや地

域課題の解決に取り組む地域活動団体への新たな支援策として、地域づくり

交付金事業を実施する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

新たな支援策として、地域づくり交付金事業を実施し、地

域課題の解決に向けた取組を行う市内の６８団体に対し、

地域づくり交付金を合計１８，５３２千円交付した。 

H24 継続実施 
地域課題の解決に向けた取組を行う市内の８９団体に対

し、地域づくり交付金を合計２４，１３３千円交付した。 

H25 継続実施 

地域課題の解決に向けた取組みを行う市内の６７団体に対

し、地域づくり交付金を合計２３，２８４千円交付決定し

た。 

H26 継続実施 

地域課題の解決に向けた取り組みを行う市内の地域団体に

対し、地域づくり交付金を交付し、住民が主体的に取り組

む地域づくり活動を支援して行く。 

 

    Ⅰ－１－(1)－③ 

取組名 道路除排雪対象路線の見直しと地域支援策の検討 所管課 道路維持課 

取組概要 
市と地域住民が協働で行う除排雪の手法や、地域住民への支援策を検討し、

実施する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

道路除排雪に係る地域支援策の検討にあたり、県内２４市

町村に対して市民協働にかかる各種施策等の取組状況を調

査したほか、小型除雪機械購入補助制度についても他都市

の状況を調査した。 

H24 検討 

小型除雪機械については、市民生活部と協議の結果、２５

年度も地域づくり交付金の対象とすることとしたほか、補

助対象団体と想定している町内会に対し、負担の考え方や

制度のあり方についての意向調査を行った。また、ダンプ

トラックなどの無償貸出制度の利用促進について、積極的

なＰＲに努めた。 

H25 実施 

秋田市ゆき総合対策基本計画に基づき、地域住民による除

排雪作業を支援するため、これまでの機械やダンプトラッ

クの貸出し制度に加え、個人所有の小型除雪機等への燃料

支給制度を新たに設けたほか、固定資産税の減免制度を活

用し、住宅街に地域住民用小規模堆雪場を確保した。 

H26 継続実施 

２５年度における各種支援制度の課題を整理し、必要に応

じて改善するほか、除雪路線の作業優先順位などの見直し

を行う。 
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    Ⅰ－１－(1)－④ 

取組名 地域における自殺対策力の強化 所管課 健康管理課 

取組概要 
自殺者数の減少に向け、地域や民間団体等の連携を強化し、各種事業のさら

なる推進を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

地域や民間（ＮＰＯ法人等）機関等とネットワーク会議を

開催したほか、９、１０月の秋田市自殺対策強化期間に市

と関係機関が協力して自殺関連事業を実施した。 

また、地区組織が取り組む心の健康づくりや交流を目的と

した健康づくり活動への講師の派遣や、民間団体等による

自殺対策活動への支援を行った。 

H24 継続実施 

地域や民間（ＮＰＯ法人等）機関等とネットワーク会議を

開催したほか、地区組織が取り組む心の健康づくりおよび

交流を目的とした健康づくり活動への講師の派遣ならびに

民間団体等による自殺対策活動への支援を行った。 

H25 継続実施 

地域や民間（ＮＰＯ法人等）機関等とネットワーク会議を

開催したほか、地区組織が取り組む心の健康づくりおよび

交流を目的とした健康づくり活動への講師の派遣ならびに

民間団体等による自殺対策活動への支援を行った。 

H26 継続実施 
民間団体等との地域情報の交換や共有、連携を通じた相談

および啓発活動などを行う。 

 

 

    Ⅰ－１－(1)－⑤ 

取組名 市民協働による地域活動の活性化 所管課 
市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 地域活動を支援するため、市民サービスセンターに地域支援担当を新設する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

市民サービスセンターおよび市民協働・地域分権推進課に

地域支援担当を配置し、担当職員によるコミセン等の巡回

を実施し、地域の相談、支援や市政の情報提供を行った。 

H24 継続実施 

市民サービスセンターおよび市民協働・地域分権推進課に

配置した地域支援担当職員がコミセン等を巡回し、地域の

相談、支援や市政の情報提供を行った。 

H25 継続実施 

市民サービスセンターおよび市民協働・地域分権推進課に

配置した地域支援担当職員がコミセン等を巡回し、地域の

相談、支援や市政の情報提供を行った。 

H26 継続実施 

市民サービスセンターおよび市民協働・地域分権推進課に

配置した地域支援担当職員がコミセン等を巡回し、地域の

相談、支援や市政の情報提供を行う。 
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(2) 地域活動に対する支援のあり方の検討 

町内会などの地域活動団体への支援策を検討する。 

 

改革の効果 地域自治活動の活性化が図られる。 

    

    Ⅰ－１－(2)－① 

取組名 町内会等に対する新たな支援策の実施 所管課 
生活総務課、市民協

働・地域分権推進課 

取組概要 町内会の運営等に関する実態調査を基に新たな支援策を検討し、実施する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

地域づくり交付金を新設し、町内会を含む各種団体による

地域課題の解決に向けた取組を支援したほか、地域支援担

当職員による地域の巡回により、地域活動に対する相談や

助言等を行い、地域活動に対する総合的な支援を行った。 

H24 継続実施 

地域づくり交付金事業により、町内会等の地域課題解決に

向けた取組を支援したほか、地域支援担当職員による地域

の巡回により、地域活動に対する相談や助言等を行い、地

域活動に対する総合的な支援を行った。 

H25 継続実施 

地域づくり交付金事業により、町内会等の地域課題解決に

向けた取組を支援したほか、地域支援担当職員による地域

の巡回により、地域活動に対する相談や助言を行い、地域

活動に対する総合的な支援を行った。 

H26 継続実施 

地域づくり交付金事業により、個性ある地域づくりや地域

課題の自己解決を促す。また、支援相談窓口においては、

地域の現状を把握し地域ニーズに沿った支援をする。 

 



  
 

- 14 - 

 

(3) 指定管理者制度の活用 

公の施設の管理において、指定管理者制度を効果的に活用する。 

 

改革の効果 
民間活力の活用により、利用者サービスの向上や経費の縮減等が図ら

れる。 

   Ⅰ－１－(3)－① 

取組名 指定管理者制度の導入（市民サービスセンター） 所管課 
市民協働・地域分

権推進課 

取組概要 
北部市民サービスセンター、河辺市民サービスセンターおよび雄和市民サー

ビスセンターへ指定管理者制度を導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２３年５月１６日に開設した北部市民サービスセンター、

河辺市民サービスセンターおよび雄和市民サービスセンタ

ーへ指定管理者制度を導入した。 

    ２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－１－(3)－② 

取組名 指定管理者制度の導入(屋内体育施設) 所管課 スポーツ振興課 

取組概要 

利用者の利便性かつ安全性に留意しつつ、スポーツ振興事業の実施を含めた

屋内体育施設の管理運営を指定管理とする方向で検討を行い、制度を導入す

る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

指定管理者制度導入のための検討を行った結果、計画期間

中は耐震診断・耐震補強の実施など、制度導入のための環

境整備を図ることとした。 

（耐震診断・補強工事終了後に実施） 

H24 検討 
指定管理者制度導入のため、茨島体育館を含む３体育館の

耐震診断および耐震補強のスケジュールを検討した。 

H25 検討 

茨島体育館の耐震診断に着手するとともに、診断結果に伴

う耐震補強工事および残る２館の耐震診断の予算計上、指

定管理者制度の導入時期について検討した。 

H26 検討 
引き続き耐震診断、耐震補強工事等の環境整備を行うほか、

指定管理者制度導入手法や運営面の検討を行う。 
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Ⅰ－１－(3)－③ 

取組名 指定管理者制度の導入（コミュニティセンター） 所管課 生活総務課 

取組概要 
地域の実情を踏まえながら、コミュニティセンターへ指定管理者制度を導入

する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２３年度から寺内地区コミュニティセンターへ制度を導入

した。 

飯島地区、東地区、将軍野地区、大住地区、八橋地区の各

コミュニティセンターに関し、制度導入に向けて地域住民

からなる団体との協議を行い、その結果、２４年度から東

地区コミュニティセンターへ制度を導入することとした。 

H24 継続実施 

２４年度から東地区コミュニティセンターへ制度を導入し

た。 

飯島地区、将軍野地区、大住地区、八橋地区、勝平地区の

各コミュニティセンターに関し、制度導入に向けて地域住

民からなる団体との協議を行い、その結果、２５年度から

大住地区、八橋地区、勝平地区コミュニティセンターへ制

度を導入することとした。 

H25 継続実施 

２５年度から大住地区、八橋地区、勝平地区コミュニティ

センターへ指定管理者制度を導入した。 

２６年度から飯島地区コミュニティセンターに制度を導入

することとしたほか、楢山地区コミュニティセンターにつ

いて、平成２７年度からの制度導入に向けて、地域住民か

らなる団体との調整を進め、勉強会を開催した。 

H26 継続実施 

２６年度から、飯島地区コミュニティセンターへ指定管理

者制度を導入する。 

また、指定管理者制度未導入のコミュニティセンターにつ

いては、地域住民からなる団体と調整のうえ、受入可能な

コミュニティセンターについて、制度を導入する。 
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Ⅰ－１－(3)－④ 

取組名 モニタリング体制の充実 所管課 総務課 

取組概要 

公の施設のサービスの質と安全性の確保を図るため、指定管理者から提出さ

れた事業報告書の点検・評価や利用者アンケート等の実施などによる、モニ

タリング体制を充実する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
モニタリングの体制および全庁統一的な手法の確立に向

け、他市の取組状況について調査を行った。 

H24 実施 

基本指針にモニタリングの評価項目や結果の公表などを盛

り込むことによって、モニタリング体制の充実を図った。

また、モニタリングの標準スケジュールを加えることによ

り、指定管理者制度の導入から業務の履行確認までの全庁

統一的な手法を確立した。 

２４年度で完了 

 

 

 

 

(4) アウトソーシング等の活用 

アウトソーシングなどの手法を用いて、民間活力を有効に活用する。 

 

改革の効果 施策事業の効率的かつ効果的な推進が図られる。 

    

    Ⅰ－１－(4)－① 

取組名 公園管理事務所への民間活力の導入 所管課 公園課 

取組概要 
民間への業務委託や指定管理者制度の導入、市民協働の促進を含め、公園事

務所のあり方を検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

外部委託等について検討を行い、２４年度から植物園は太

平山リゾ－ト公園の指定管理業務に含め、維持管理を行う

こととした。また、大森山公園は関連事務を大森山動物園

に移管し、維持管理業務を外部委託することとした。 

H24 実施 

植物園事務所および大森山公園事務所を廃止した。また、

一つ森公園と千秋公園の一部維持管理業務を２５年度から

外部委託することとした。 

H25 完了 
一つ森公園事務所を廃止するとともに千秋公園の一部維持

管理業務を外部委託し、新管理体制で運営を開始した。 

２５年度で完了 
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    Ⅰ－１－(4)－② 

取組名 学校給食における調理業務民間委託の推進 所管課 学事課 

取組概要 

学校給食調理場の中学校区単位での共同調理場方式移行にかかる検討状況を

踏まえながら、当面は、年１カ所を目途に調理食数の多い給食調理場から民

間委託に移行する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
共同調理場等の給食調理業務の民間委託の方針を確定し

た。 

H24 実施 

勝平小学校、勝平中学校共同調理場と川尻小学校、山王中

学校共同調理場の２カ所の給食調理業務を民間へ委託し

た。 

H25 継続実施 
城東中学校、桜中学校共同調理場の給食調理業務を民間へ

委託した。 

H26 継続実施 給食調理場１カ所の給食調理業務を民間へ委託する。 

 

 

    Ⅰ－１－(4)－③ 

取組名 市営住宅管理業務の民間との役割分担の見直し 所管課 住宅整備課 

取組概要 

市営住宅の管理業務について、民間企業や現在の委託先である(財)秋田市総

合振興公社の活用、また、再任用職員の配置等を検討し、最適な管理体制を

構築する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

新たな管理体制として、現在個別に委託している小破修繕

業務と各種保守点検業務を一括して民間委託し、スケール

メリットによるコスト削減等を図る手法を検討し、２５年

度から新体制で管理することとした。 

H24 検討 
一括委託または指定管理についての具体的な実施方法を検

討した。 

H25 検討 
中核都市に対し、公営住宅管理業務のアウトソーシングに

ついての調査を実施した。 

H26 準備手続 

他市の状況を踏まえ、指定管理制度等のアウトソーシング

への移行に伴う、具体的な課題、問題の洗い出しとタイム

スケジュール、導入案の作成を行う。 
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(5) 公立保育所の民間移行 

平成２５年度までに民間移行することが決定している２施設を含めて、２９年度までに段階

的に民間移行を進めていく。 

      

改革の効果 
保育ニーズに対して、柔軟かつ迅速、また、効率的に対応することが

可能となる。 

    

    Ⅰ－１－(5)－① 

取組名 公立保育所の民間移行（川尻保育所） 所管課 子ども育成課 

取組概要 公立保育所を民間へ移行する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 ２３年４月１日に民間へ移行した。 

２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－１－(5)－② 

取組名 公立保育所の民間移行（港北保育所） 所管課 子ども育成課 

取組概要 公立保育所を民間へ移行する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

民間移行に向けた引継保育を行った。また、保護者と早期

移管の協議を行ったが、保護者から同意を得られなかった

ため、移行時期は当初の予定通りの２５年４月１日とする

こととした。 

H24 準備手続 

民間移行に向けた引継保育を行うとともに、移管後の保育

内容等について、保護者、移管先法人、秋田市の三者協議

会を開催した。 

H25 実施 ２５年４月１日に民間へ移行した。 

２５年度で完了 



  
 

- 19 - 

 

Ⅰ－１－(5)－③ 

取組名 
公立保育所の民間移行 

（手形第一保育所、保戸野保育所、牛島保育所） 
所管課 子ども育成課 

取組概要 公立保育所を民間へ移行する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

保護者に対して、民間移行に関する説明会を行ったほか、

移管先を募集・決定した。 

また、牛島保育所については、保護者から移行時期を２８

年度から２６年度への前倒しについて了解を得られたこと

から、同年度の移行に向け、移管先法人を募集・決定した。 

H24 準備手続 民間移行に向けた引継保育を行った。 

H25 準備手続 民間移行に向けて引継保育を行った。 

H26 実施 民間へ移行する。 

 

 

Ⅰ－１－(5)－④ 

取組名 
公立保育所の民間移行 

（その他の保育所（２７年度移行分）） 
所管課 子ども育成課 

取組概要 
平成２７年度又は２８年度に公立保育所を民間へ移行する。 

（対象保育所）泉保育所、土崎保育所、川口保育所 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 保護者に対して、民間移行に関する説明会を実施した。 

H24 準備手続 
保護者に対して、民間移行に関する説明会を実施したほか、

引継保育期間に関するアンケート調査を実施した。 

H25 準備手続 

平成２５年３月に実施した移管時期に関する保護者アンケ

ート結果等から、民間移行を平成２８年度とし、移管に関

する保護者説明会を行ったほか、移管先を募集・決定した。 

H26 準備手続 民間移行に向けた引継保育を実施する。 
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Ⅰ－１－(5)－⑤ 

取組名 
公立保育所の民間移行 

（その他の保育所（２８年度移行分）） 
所管課 子ども育成課 

取組概要 
公立保育所の民間移行について検討する。 

（対象保育所）寺内保育所 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 保護者に対して、民間移行に関する説明会を実施した。 

H24 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H25 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H26 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行う。 

 

 

Ⅰ－１－(5)－⑥ 

取組名 
公立保育所の民間移行 

（その他の保育所（２８年度移行分）） 
所管課 子ども育成課 

取組概要 
公立保育所の民間移行について検討する。 

（対象保育所）河辺・雄和地域の保育所 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
保護者に対して民間移行に関する説明会を実施したほか、

保育所のあり方の検討を行った。 

H24 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H25 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H26 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、引き

続き検討を行う。 
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Ⅰ－１－(5)－⑦ 

取組名 
公立保育所の民間移行 

（その他の保育所（２９年度移行分）） 
所管課 子ども育成課 

取組概要 
公立保育所の民間移行について検討する。 

（対象保育所）河辺・雄和地域の保育所 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
保護者に対して民間移行に関する説明会を実施したほか、

保育所のあり方の検討を行った。 

H24 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H25 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、検討

を行った。 

H26 検討 
国の新たな子ども・子育て支援策の動向を見ながら、引き

続き検討を行う。 

 

 

 

 

(6) 老人福祉施設のあり方の見直し 

市内５か所（八橋、旭南、川口、外旭川、河辺）の公設老人デイサービスセンターについて、

民間移行等を進める。 

 

改革の効果 市民ニーズに即したサービスの提供が可能となる。 

 

Ⅰ－１－(6)－① 

取組名 公設老人デイサービスセンターのあり方の見直し 所管課 長寿福祉課 

取組概要 
市内５か所の公設老人デイサービスセンターの民間移行、継続、廃止などに

ついて検証し、それぞれの施設の方向性にあわせた手続を進める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

公設老人デイサービスセンターが立地するエリアにおけ

る、民間によるサービスの提供状況を調査した。また、建

物が立地する県所有地や市営住宅との合築状況等、施設の

現状を確認し、民間移行等の可能性などについて検証した。 

H24 検討 
指定管理者等の関係機関と協議の上、施設ごとの方針を検

討した。 

H25 実施 
市議会厚生委員会および秋田市社会福祉審議会高齢者専門

分科会へ諮り、方針を決定した。 

H26 継続実施 方針に沿った手続を進める。 

実施時期をＨ２６からＨ２５へ
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２ 行政サービスの向上 

(1) 窓口サービスの改善とあり方の検討 

フロア案内人の配置や案内板の設置などにより、快適な窓口サービスの提供に取り組む。 

 

改革の効果 窓口を利用する市民の満足度が向上する。 

 

Ⅰ－２－(1)－① 

取組名 相談窓口へのパーティションおよび個室の設置 所管課 
生活総務課 

管財課 

取組概要 
市民のプライバシーに配慮した窓口づくりとして、相談窓口へパーティショ

ンや個室を設置する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

市民課、特定健診課へパーティションを設置した（福祉棟・

議場棟内の窓口各課および資産税課へは２２年度に設置）。 

また、個室の設置については、検討の結果、現庁舎ではス

ペース的に厳しいことから、新庁舎で対応する。 

    ２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－２－(1)－② 

取組名 フロア案内人の配置 所管課 

生活総務課ほか

窓口業務を扱う

課所室 

取組概要 来庁者を適切に誘導するため、フロア案内人を配置する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
窓口各課所室においてフロア責任者を選任し、状況に応じ

てフロア案内人として配置し、来庁者を適切に誘導した。 

２３年度で完了 
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Ⅰ－２－(1)－③ 

取組名 総合窓口機能の導入 所管課 市民課 

取組概要 
新庁舎における窓口サービスの向上のため、新庁舎建設にあわせて総合窓口

を整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

新庁舎における窓口サービス向上のためのあり方を検討し

た結果、総合窓口を導入することとした。 

方針の決定を受け、総合窓口の整備方針素案を作成し、同

素案を基に、総合窓口の形態の方針を決定し、新庁舎建設

の基本設計へ反映させた。 

H24 準備手続 

総合窓口の取扱事務を決定し、事務量から新庁舎における

総合窓口の窓口数およびレイアウト概要を決定した。 

また、総合窓口に関係するシステムの構築範囲が決定した

ことから、新庁舎建設スケジュールと同調し、整備のため

の債務負担行為設定を行った。 

H25 準備手続 
総合窓口を運用するためのシステム関係について、プロポ

ーザルなどで事業者を選定し、契約締結を行った。 

H26 準備手続 

新庁舎での運用に向け人員要求および各システムを構築す

る。また、総合窓口におけるフロアマネジャーの配置を検

討する。 

 

 

Ⅰ－２－(1)－④ 

取組名 接遇研修の強化 所管課 生活総務課 

取組概要 
市民から好感を持たれるよう、接客マナー等の研修を実施し、職員の接遇お

よび資質の向上を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

課所室または部局ごとに、内部、外部講師による接遇マナ

ーおよび専門知識の習得等の研修を行った。また、２４年

度以降は、自治研修センターが行う職員研修の一環として

適宜実施することとした。 

２３年度で完了 
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Ⅰ－２－(1)－⑤ 

取組名 窓口対応マニュアルの作成および見直し 所管課 生活総務課 

取組概要 
全庁統一の窓口対応とするため、相手の立場にたった挨拶や言葉遣い等の共

通ルールを定めたマニュアルを作成する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

窓口対応マニュアルを作成し、１０月に一部の課所で試験

的に実施し内容を確定した。また、２月に庁内へ配布し、

全職員への周知を行った。今後は、随時、マニュアルを検

証、見直しする。 

２３年度で完了 

 

 

 

 

(2) 市民の利便性の向上 

申請書の簡略化や各種証明書等自動交付機の利用拡大を図り、便利でわかりやすい窓口づく

りを進める。 

 

改革の効果 市民にとって、窓口の利便性が向上する。 

 

Ⅰ－２－(2)－① 

取組名 自動交付機の増設 所管課 市民課 

取組概要 住民票の写しや印鑑登録証明書などを交付する自動交付機を増設する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

自動交付機２台の増設に向け、予算関連や契約関連の事務

手続を進めた。予算の債務負担行為設定を行い、２４年度

の設置に向けて自動交付機（２台）の賃貸借契約を行った。 

H24 実施 
２４年４月に本庁に１台、７月に秋田市にぎわい交流館に

１台設置し、計７台へ増設した。 

H25 継続実施 

自動交付機１台の増設に向け、予算関連や契約関連の事務

手続を進めた。予算の債務負担行為設定を行い、２６年度

の設置に向けて自動交付機の賃貸借契約を行った。 

H26 継続実施 
２６年５月に供用開始予定の南部市民サービスセンターに

１台設置し、計８台へ増設する。 
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Ⅰ－２－(2)－② 

取組名 「あきた市民カード」の普及 所管課 市民課 

取組概要 
自動交付機利用のために必要な「あきた市民カード」の普及、促進を図る。 

（目標普及率 ３５．３％（平成２１年度末時点 ２１．２％）） 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

受益と負担の適正化の観点から手数料の見直しを行い、自

動交付機の手数料を２４年度から減額することとした。ま

た、広報や来庁者への案内チラシの配布等を通じたＰＲ活

動を行ったほか、本庁の自動交付機利用増に対応するため、

交付機の増設に向けた必要な事務手続を進めた。 

     （２３年度末 目標普及率 ２６．９％） 

     （２３年度末 実績普及率 ２６．８％） 

H24 継続実施 

２４年度から自動交付機の手数料を減額したほか、本庁の

自動交付機を２台に増設し、運用を行った。また、広報や

来庁者への案内チラシの配布等を通じたＰＲ活動を行っ

た。   （２４年度末 目標普及率 ２９．７％） 

     （２４年度末 実績普及率 ３３．０％） 

H25 継続実施 

窓口対応時に来庁者へ直接案内を行うほか、広報や案内チ

ラシの配布等を通じたＰＲ活動を行った。 

  （２５年度末 目標普及率 ３２．５％） 

  （２５年度末 見込普及率 ３８．３％） 

H26 継続実施 

窓口対応時に来庁者へ直接案内を行うほか、広報や案内チ

ラシの配布等を通じたＰＲ活動を行う。 

（２６年度末 目標普及率 ３５．３％） 

 

 

Ⅰ－２－(2)－③ 

取組名 申請書の簡略化 所管課 

生活総務課ほか

窓口業務を扱う

課所室 

取組概要 各種行政サービスを受けるための申請書様式の簡略化を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

申請書様式の簡略化(まちあかり・ふれあい推進事業助成金

交付申請書等)を行った（住民票と戸籍の交付申請書は２２

年度中に共通化した。）。 

H24 継続実施 
申請書様式の簡略化(木造住宅耐震診断補助事業、秋田市住

宅リフォーム支援事業等)を行った。 

H25 継続実施 
申請書の様式の簡略化（公園施設占用・設置・行為許可申

請）を行った。 

H26 継続実施 
引き続き、各種申請様式の共通化や簡略化等について検討

を行い、可能なものから順次実施する。 
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Ⅰ－２－(2)－④ 

取組名 コールセンター機能の導入可能性の検討 所管課 
市民相談センタ

ー 

取組概要 
専門のオペレーターが市民の問い合わせなどに対応するコールセンター機能

の導入可能性について検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 他市の実施状況等について情報収集を行った。 

H24 実施 

本市においてはダイヤルインによる直通番号利用促進を図

っていることや「窓口案内電話」により簡単な問い合わせ

に対応していること、また、他都市の導入状況や実績など

を勘案した結果、費用対効果が見込まれないと判断し、新

たなコールセンター機能の導入はしないこととした。 

２４年度で完了 

 

 

 

 

(3) 意見・要望・苦情等対応マニュアルの作成 

市民からの意見、要望、苦情等に的確に対応するため、共通マニュアルを作成する。 

 

改革の効果 全課所室で統一した対応をとることができる。 

 

Ⅰ－２－(3)－① 

取組名 共通マニュアルの作成 所管課 
生活総務課、市民

相談センター 

取組概要 
市民からの意見、要望、苦情等に対し、統一的な対応をとるための共通マニ

ュアルを作成する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

７月にフロア責任者を対象に、ハードクレーム対応力強化

研修を行った。また、クレーム対応マニュアルを作成し、

２月に庁内へ周知した。 

２３年度で完了 
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(4) 入札制度の改善 

業者の格付時に地域貢献度などの評価を加えるほか、総合評価落札方式を導入するなど、入

札制度の改善を図る。 

 

改革の効果 
地域の発展に積極的に貢献する業者数の増加や工事等の品質向上が図

られる。 

 

Ⅰ－２－(4)－① 

取組名 総合評価落札方式の導入 所管課 契約課 

取組概要 
地域の発展と市民満足度の向上を図るため、２２年度に試行導入した総合評

価落札方式について、本格導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
総合評価落札方式を９件の工事に適用した。併せて内容を

検証し、評価項目や配点基準の見直しを行った。 

H24 実施 

総合評価落札方式を１８件の工事に適用したほか、総合評

価落札方式試行ガイドラインの一部改正（評価項目の追加

および技術評価点の割合の拡大）を行った。 

H25 継続実施 

総合評価落札方式を１９件の工事に適用したほか、秋田市

公契約基本条例の平成２６年４月１日施行に伴い総合評価

落札方式を本格導入するため、評価項目等の見直しを行っ

た。 

H26 継続実施 本格導入する。 

 

 

Ⅰ－２－(4)－② 

取組名 格付基準の改正 所管課 契約課 

取組概要 
地域の発展と市民満足度の向上を図るため、企業の地域貢献への取組状況を

審査項目に加えた格付基準に改める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２３年４月１日から格付基準の主観点に地域貢献への取組

等を加点項目として取り入れた。 

２３年度で完了 
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Ⅰ－２－(4)－③ 

取組名 業務委託に対する最低制限価格制度の導入 所管課 契約課 

取組概要 
業務委託の契約内容に適合した履行を確保するため、最低制限価格制度を導

入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２３年４月１日からすべての業務委託に最低制限価格制度

を導入した。 

２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－２－(4)－④ 

取組名 公契約制度の導入 所管課 契約課 

取組概要 
市が発注する公共工事について、企業後継者の健全育成、公正な労働環境や

雇用の確保および継続等のため、公契約制度の導入を目指す。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
法令との整合性など課題について検討し、平成２４年度内

に公契約に関する基本条例を制定することとした。 

H24 準備手続 
市民および関係団体から意見募集を行い、一部を条例案に

反映し、２５年２月議会に公契約基本条例案を提出した。 

H25 実施 
２６年４月１日付け施行に向け、公契約基本条例を市民に

周知するとともに、関連する要綱等の整備を行った。 

H26 継続実施 ２６年４月１日に公契約基本条例を施行する。 
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(5) 行政情報の提供 

公文書管理法の趣旨にのっとり例規等を整備し、適正かつ効率的な公文書管理を行う。 

また、申請に対する処分の審査基準、不利益処分の処分基準、行政指導指針等を定める要綱

等について、ホームページや資料閲覧コーナーで公表する。 

 

改革の効果 
貴重な歴史資料や処分の基準などの行政情報が、より容易に入手でき

るようになる。 

 

Ⅰ－２－(5)－① 

取組名 要綱等の審査・公表 所管課 文書法制課 

取組概要 行政手続の透明性の向上を図るため、要綱等の審査を行い、順次、公表する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
要綱等の公表対象および審査の優先順位等を決定し、審査

実施計画を策定したほか、一部の審査について実施した。 

H24 継続実施 
要綱等の審査について、喫緊に審査する必要があるものを

優先的に実施した。       （審査実績：１０５件） 

H25 継続実施 

要綱等の審査について、喫緊に審査する必要があるものを

優先的に実施した（審査実績：１００件）ほか、公表手法

や管理方法を検討した。 

H26 継続実施 
引き続き要綱の審査を実施するほか、公表手法・管理方法

を決定し、可能なものから公表の実施を図っていく。 

 

 

Ⅰ－２－(5)－② 

取組名 公文書等の管理に関する例規等の整備 所管課 文書法制課 

取組概要 
適切かつ効率的な公文書管理を実施するため、公文書管理に係る例規等の再

構築を図るとともに、新たな公文書の管理体制や公文書館機能等を整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
秋田市公文書管理条例（仮称）検討委員会を設置し、条例

の骨子等について検討を行った。 

H24 準備手続 

条例案策定に向けた検討委員会を３回、各種の意見聴取を

実施の上、１１月議会で条例案が議決され、１２月に同条

例を、２月に公文書管理委員会規則を公布した。 

H25 実施 

公文書管理条例の運用に必要な規則、規程等を公文書管理

委員会への諮問・答申を経て公布したほか、公文書管理の

ための職員研修を実施した。 

H26 継続実施 

公文書管理条例の全面施行を受け、条例に基づく公文書管

理を開始するほか、引き続き公文書管理のための職員研修

を実施する。 
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Ⅰ－２－(5)－③ 

取組名 ファイリングシステムの導入 所管課 文書法制課 

取組概要 
適切かつ効率的な公文書管理を実施するため、文書の検索性、職員間の情報

共有に優れたファイリングシステムを導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

ファイリングシステムの試行を行うとともに、不要文書廃

棄促進週間に併せて全庁にファイリングシステムの周知を

行った。 

H24 実施 

ファイリングシステムの導入を委託する業者（コンサルタ

ント）の選定作業を行うとともに、調査・分析を兼ねて、

新庁舎へ移転予定の３課に対して先行導入した。また、翌

年度以降のコンサルタントの選定を行った。 

H25 継続実施 

新庁舎入居予定課（先行実施３課を除く。）の６６課を上

半期（３５課）、下半期（３１課）に分けて、ファイリン

グシステムの導入を行った。 

H26 継続実施 

コンサルタントによる新庁舎入居予定課への維持管理指導

を行うとともに、職員による新庁舎入居予定課以外の課に

対する導入指導を行う。 
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(6) 市民意見の政策への反映 

市と市民との信頼関係を高めるため、市民が情報を入手しやすく､また､市民から意見を提示

しやすいような工夫により、市政参加の拡大につながる双方向のコミュニケーションづくりを

進める。 

 

改革の効果 
市政に対する市民の信頼が増すとともに、政策へ市民意見が適切に反

映される。 

 

Ⅰ－２－(6)－① 

取組名 各課ホームページの情報更新頻度の増加 所管課 情報統計課 

取組概要 

インターネットを活用した市政情報のさらなる発信と透明性の向上を図るた

め、ホームページの情報更新の頻度を高めるとともに、携帯端末からのアク

セス機能を強化する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

長期間、更新されていないページやリンク切れしている情

報がないよう全庁に通知したほか、実際に確認のうえ、関

係課所室に是正を求めた。また、震災関連情報の提供につ

いては積極的に関係各課から情報を得て更新した。 

H24 継続実施 

長期間、更新されていないページやリンク切れしている情

報がないよう全庁に通知したほか、誤字脱字および不適切

な表現がないようにホームページの更新を事前審査制度に

よることとし、主管課、文書法制課、情報統計課で三重チ

ェックできるようノーツＤＢで可視化した。また、ツイッ

ターやフェイスブックをホームページと連携させるととも

に、「市民の声」を携帯電話・スマートフォン対応にする

ことで双方向性に配慮した。 

H25 継続実施 

スマ－トフォンやタブレットなどに対応したホームページ

のリニューアルに向け、市内業者や他都市の状況について

調査した。 

H26 継続実施 

時代に合致したホームページ作成を行うため、専門家にデ

ザインを委託することやＣＭＳなどの技術を導入すること

で、分かりやすく、見やすいものにしていく方向で検討す

る。 
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Ⅰ－２－(6)－② 

取組名 
市長ふれあいトーク、対話集会、ワークショッ

プ等による市民の意見を聴取する機会の充実 
所管課 広報広聴課 

取組概要 
市民の意見や意識を把握し、市政運営へ反映させるため、市長ふれあいトー

クや対話集会など、行政と市民とのコミュニケーション機会を拡充する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

市長ふれあいトークや対話集会により意見の募集や交換を

行ったほか、市民１００人会会員に対し、アンケートなど

７回の意見聴取を行った。また、市長ふれあいトークの実

施内容の拡充等を検討した。 

H24 実施 

引き続き、市長ふれあいトーク等により意見交換を行った

ほか、市民１００人会会員に対し、アンケートなど７回の

意見聴取を行った。また、市民から意見聴取をする新たな

手法として、携帯電話やスマートフォン用の「市民の声」

システムを開設し、広報あきたでシステムの周知を図った

ほか、若者の意見を聴取するため「新成人のつどい」の参

加者に配布するチラシに同システムの案内を掲載した。 

H25 継続実施 

市長ふれあいトークや対話集会を開催して意見交換を行っ

たほか、市民１００人会会員に対し、アンケートなど７回

の意見聴取を行った。また、市政への意見・要望等を提出

する手段の１つとしての「市民の声」システム（パソコン

用および携帯電話・スマートフォン用）を運用したほか、

各種計画等に対して市民から意見を募集する際の周知方法

や、それに対する市の見解の公表について、より市民の目

にとまりやすくするため、全庁掲示板に留意事項を掲載し

て各部局に依頼した。 

H26 継続実施 
市民の意見を政策に反映させられるよう、引き続き、意見

聴取機会の充実を図る。 
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３ 公共施設の利活用 

  (1) 合併引継施設のあり方の見直し 

    平成１７年の市町合併により引き継いだ施設のうち、利用率や類似施設の配置状況等からあ

り方の見直しが必要な施設について、統廃合も含めた方向性を検討する。 

 

改革の効果 施設にかかるコスト軽減や適切な管理運営が図られる。 

 

Ⅰ－３－(1)－① 

取組名 
施設の見直し（ふれあい交流館かわべ駐車場の

管理方法の見直し） 
所管課 

河辺市民サービ

スセンター 

取組概要 適切な施設管理のあり方を見直しする。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２３年３月から、定期巡回により駐車車両を把握し、適正

利用を周知、指導した。また、注意喚起の看板を２枚設置

した。 

    ２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－３－(1)－② 

取組名 
施設の見直し（河辺農林漁業資料館の管理運営

の見直し） 
所管課 文化振興室 

取組概要 
職員を配置せず、地域住民自らが施設の管理運営を行える手法を検討し、実

施する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
管理・運営に協力してもらえる団体として周辺地域の町内

会と協議を行った。 

H24 検討 

周辺地域の住民組織等と協議を行ったが協力を得ることが

困難であったため、これまでの経緯について地元説明を行

い、施設の廃止について理解を得た。 

H25 実施 

２５年１０月１日付けで施設を廃止した。廃止後の建物は

資料の収蔵施設とし、資料は他施設で展示・公開するなど

の活用を図ることとした。 

    ２５年度で完了 
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Ⅰ－３－(1)－③ 

取組名 
施設の廃止等 

（河辺戸島ふるさとセンターの譲渡） 
所管課 

河辺市民 

サービスセンター 

取組概要 地元への譲渡について検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
指定管理者となっている地元町内会と、譲渡の方向で協議

を行った。 

H24 準備手続 
譲渡に向けて耐震診断に必要な経費を２５年度予算に計上

した。 

H25 準備手続 

耐震診断・補強設計業務委託を実施した結果、多大な費用

を要するため地元町内会と協議したところ、平成２６年度

に地元町内会で類似施設を建設し、その後に当センターを

解体することを決定した。 

H26 実施 
地元町内会で建設する類似施設の完成後に当施設を解体し

更地とする。 

 

 

Ⅰ－３－(1)－④ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和中の沢多目的研修集会施設の譲渡） 
所管課 

雄和市民 

サービスセンター 

取組概要 地元への譲渡について検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
地元自治会へ譲渡の方向で交渉し、２４年２月議会で条例

廃止した。 

H24 実施 
２４年７月１日付けで建物の譲与契約を締結し、その後所

有権移転登記を行い、地元自治会へ譲渡した。 

２４年度で完了 
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Ⅰ－３－(1)－⑤ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和農林漁家高齢者センターの廃止） 
所管課 長寿福祉課 

取組概要 
老朽化が進む同センターについて、現在の指定管理期間が満了する平成２４

年３月に廃止する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
２３年１１月議会で条例廃止した。また、廃止後の譲渡に

向け、地元自治会と協議した。 

H24 実施 ２４年４月に、地元自治会へ譲渡した。 

２４年度で完了 

 

 

Ⅰ－３－(1)－⑥ 

取組名 
施設の廃止等 

（河辺畜産経営環境整備施設の譲渡） 
所管課 農林総務課 

取組概要 
利用者で組織する管理組合への譲渡に向けた交渉を行うとともに、存廃を含

めてあり方を見直す。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
利用者で組織する管理組合と交渉を行い、譲渡に関する覚

書を締結した。また、２４年２月議会で条例廃止した。 

H24 実施 
２４年４月１日に、利用者で組織する（株）河辺堆肥セン

ターに譲与した。 

    ２４年度で完了 

 

 

Ⅰ－３－(1)－⑦ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和ふるさとセンターの休・廃止） 
所管課 文化振興室 

取組概要 
同センターの休・廃止に向けた手続を進め、また、収蔵品の他施設等での活

用策を検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２３年４月から休館し、今後のあり方について検討を行っ

た。また、休、廃止後の資料の展示について、市民サービ

スセンター等を候補として可能性を探った。 

H24 継続実施 
これまでの経緯について地元説明を行い、施設の廃止につ

いて理解を得た。 

H25 継続実施 

２５年１０月１日付けで施設を廃止した。廃止後の建物は

資料の収蔵施設とし、資料は他施設で展示・公開するなど

の活用を図ることとした。なお、２月に雄和市民サービス

センターで資料の一部を展示・公開した。 

    ２５年度で完了 
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Ⅰ－３－(1)－⑧ 

取組名 施設の廃止等（雄和山水荘の処分） 所管課 農林総務課 

取組概要 入居する民間企業との譲渡交渉を進め、同施設を処分する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
入居する民間企業と譲渡に向けた交渉を行った。老朽化し

ていた隣接の旧健康センターを解体した。 

H24 準備手続 入居する民間企業と譲渡に向けた交渉を行った。 

H25 準備手続 
入居する民間企業と譲渡または移転に向けた交渉を行っ

た。 

H26 実施 
入居する民間企業と交渉し、施設譲渡または移転について

結論を出す。 

 

 

Ⅰ－３－(1)－⑨ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和糠塚地区民間資本活用施設用地の譲渡） 
所管課 観光物産課 

取組概要 
平成２０年度に策定した「秋田市観光施設再編方針」に基づき、民間へ譲渡

する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 使用者と譲渡に向けて交渉を行った。 

H24 準備手続 
使用者（２者）と交渉を重ね、うち１者については、２５

年度内での買受けについて内諾を得た。 

H25 準備手続 

引き続き、使用者（２者）と交渉を重ね、２５年度内での

買受け予定だった１者については、２６年度内の有償譲渡

に向け、交渉を重ねた。残る１者についても買受けの意思

があることを確認した。 

H26 実施 
内諾を得ている１者について、速やかに有償譲渡を行い、

残る１者についても譲渡交渉を進める。 

実施時期をＨ２５からＨ２６へ 
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Ⅰ－３－(1)－⑩ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和休憩サービス施設の譲渡） 
所管課 観光物産課 

取組概要 
平成２０年度に策定した「秋田市観光施設再編方針」に基づき、民間へ譲渡

する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 譲渡手法の検討を行い、譲渡先と交渉を行った。 

H24 実施 

２４年９月議会で条例を廃止したほか、入居している２者

と折衝を重ね、土地と建物をそれぞれの使用部分で分け、

買受け希望者に対しては売買契約を締結し、引き続き借受

けを希望する者に対しては、普通財産貸付契約を締結した。 

２４年度で完了 

 

 

Ⅰ－３－(1)－⑪ 

取組名 
施設の廃止等 

（雄和サイクリングターミナルの譲渡） 
所管課 観光物産課 

取組概要 
平成２０年度に策定した「秋田市観光施設再編方針」に基づき、民間へ譲渡

する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23   

H24 検討 
国際教養大学での利活用の可能性について、秋田県学術振

興課および国際教養大学と協議した。 

H25 検討 
国際教養大学での利活用の予定は、現時点では無いが、将

来的な利活用を視野に入れ、情報交換を行った。 

H26 検討 
引き続き、秋田県学術振興課および国際教養大学と情報交

換を行っていく。 
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Ⅰ－３－(1)－⑫ 

取組名 
施設の見直し 

（河辺岩見温泉のあり方の見直し） 
所管課 観光物産課 

取組概要 
平成２０年度に策定した「秋田市観光施設再編方針」に基づき、民間への譲

渡や廃止を含め、今後の施設のあり方を検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
民間譲渡の可能性を探るため、市内の法人への意向調査と

用地の登記簿調査を行った。 

H24 準備手続 

市内の法人と再度折衝を行ったほか、民間経営の温浴施設

の状況等について聞き取りを行った。 

また、用地の登記簿調査を行った。 

H25 準備手続 

地域をはじめ各方面から施設存続への強い要望があること

や、地域を中心とした利用実態が定着していることから、

地域コミュニティ機能の継続を前提として、同一敷地内に

規模を縮小して改築することとした。 

H26 実施 改築に伴う基本・実施設計や地盤調査等を行う。 

 

 

(2) 公共施設の維持管理の合理化・効率化 

長期的視野に立ったファシリティマネジメントの考えに基づき、公共施設全体の最適化を

図る。 

 

改革の効果 
公共建築物の保全および維持管理における統一的な管理方策の構築

で、コスト縮減が図られる。 

 

Ⅰ－３－(2)－① 

取組名 公共施設の一元管理に向けた取組 所管課 公共施設監査保全室 

取組概要 
公共施設にかかる保全台帳を整備する。また、施設保全の管理体制を構築し、

中長期保全計画を策定する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
施設保全台帳を整備したほか、施設保全（点検）マニュア

ルを策定した。 

H24 準備手続 

施設保全（点検）マニュアルの説明会を開催したほか、市

有建築物の中長期保全計画の骨子を策定するとともに、施

設の利用状況等の実態調査に着手した。 

H25 実施 
施設保全（点検）マニュアルに基づく維持管理方法を検証

するとともに、市有建築物の中長期保全計画を策定した。 

H26 継続実施 
施設評価に基づいた市有建築物の方向性を検討するととも

に、予防保全実施計画の策定準備を行う。 
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Ⅰ－３－(2)－② 

取組名 
太平山リゾート公園施設および太平山スキー場

のあり方の検討 
所管課 公園課 

取組概要 
太平山リゾート公園施設および太平山スキー場の維持管理費の増加に伴い、

今後の施設のあり方について検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

施設を効果的に修繕もしくは更新を行うため、指定管理者

と協議し費用対効果を含め、修繕等に関する優先順位を設

定した修繕計画を策定した。 

H24 実施 

市民サービス施設としての存在意義と費用対効果の両面か

ら検証した結果、将来に渡って施設を存続させることとし

た。 

２４年度で完了 

 

 

 

 

(3) 住民活動施設のあり方の検討 

住民ニーズに即した施設配置や運営を実現するため、市民サービスセンター等の整備方針を

見据え、住民活動施設のあり方を検討する。 

 

改革の効果 
住民ニーズを踏まえた住民活動施設の整備、維持継続を図ることがで

きる。 

 

Ⅰ－３－(3)－① 

取組名 
市民サービスセンターの整備（北部地域、河辺

地域、雄和地域） 
所管課 

市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 北部地域、河辺地域および雄和地域に市民サービスセンターを整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２３年５月１６日、北部、河辺、雄和の３地域に市民サー

ビスセンターを開設した。 

    ２３年度で完了 
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Ⅰ－３－(3)－② 

取組名 市民サービスセンターの整備（中央地域） 所管課 
市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 中央地域に市民サービスセンターを整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

新庁舎建設計画の中で、中央市民サービスセンターの基本

設計を進めるとともに、基本設計素案を基に利用者団体と

施設機能等について協議した。 

H24 実施 
新庁舎建設に併せて、（仮称）中央市民サービスセンター

の実施設計を行った。 

H25 継続実施 
新庁舎に整備する(仮称）中央市民サービスセンターの準備

を引き続き進めた。 

H26 継続実施 
新庁舎建設に併せて、（仮称）中央市民サービスセンター

の整備を進める。 

 

 

Ⅰ－３－(3)－③ 

取組名 市民サービスセンターの整備（東部地域） 所管課 
市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 東部地域に市民サービスセンターを整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

既存施設（東部公民館とアルヴェ・駅東サービスセンター

等）の活用により市民サービスセンターの機能を確保する

という方針に基づき、地域との協議を踏まえた適切な施設

整備の実施に向け検討を重ねた。 

H24 実施 

東部地域運動広場に整備する(仮称)東部市民サービスセン

ターの基本設計を行った。また、併せて整備する取付道路

の用地を取得した。 

H25 継続実施 
（仮称）東部市民サービスセンターの本体工事の着手に向

けて準備を進めた。 

H26 継続実施 
（仮称）東部市民サービスセンターの本体工事に着手する

とともに、地域づくり組織の設立を支援する。 
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Ⅰ－３－(3)－④ 

取組名 市民サービスセンターの整備（南部地域） 所管課 
市民協働・地域 

分権推進課 

取組概要 南部地域に市民サービスセンターを整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

既存施設（御野場地域センターと南部公民館）の活用によ

り市民サービスセンターの機能を確保するという方針に基

づき、地域との協議を踏まえた適切な施設整備の実施に向

け検討を重ねた。 

H24 実施 
御野場地域センターを解体し、跡地に整備する(仮称)南部

市民サービスセンターの本体工事に着手した。 

H25 継続実施 

南部市民サービスセンターの本体工事を進めるとともに、

南部地域づくり協議会を設立したことにより、市民協働・

都市内地域分権の拠点施設の整備が進められた。 

H26 継続実施 南部市民サービスセンターを開設する。 

 

 

Ⅰ－３－(3)－⑤ 

取組名 地域センターのコミュニティセンター化 所管課 生活総務課 

取組概要 
地域の実情を踏まえながら、地域センターをコミュニティセンターへ移行す

る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２３年４月１日に、飯島、寺内、将軍野地域センターを単

独コミュニティセンターへ移行した。 

H24 継続実施 

太平、上北手、下北手、金足の各地域センターについて、

地域住民と調整した結果、２５年４月から上北手地域セン

ターをコミュニティセンターへ移行する合意を得た。 

H25 継続実施 

２５年４月１日に上北手地域センターをコミュニティセン

ターへ移行したほか、他の地域センターは、コミュニティ

センターへの移行について地域団体と調整を進めた。 

H26 継続実施 

２６年５月１２日に御野場地域センターを南部市民サービ

スセンターの開設にあわせて廃止する。 

また、各地域センターに関係する地域団体および地域住民

と調整を進め、合意の整った地域センターをコミュニティ

センターへ移行する。 
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(4) 統廃合後の学校施設等未利用施設の利活用 

未利用施設の有効活用を図るとともに、活用困難な施設の解体や土地売却を円滑に進めるた

めの全庁的なシステムを構築する。 

 

改革の効果 
未利用施設の活用について、市のみならず民間活用や売却も含めた幅

広い対応が可能となる。 

 

Ⅰ－３－(4)－① 

取組名 統廃合後の学校施設の利活用指針策定 所管課 教育委員会総務課 

取組概要 統廃合後の学校施設の有効活用を図るため、利活用に関する指針を定める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

利活用指針として「廃校舎等の利活用に関する要綱」およ

び「『廃校舎等の利活用に関する要綱』の取扱いについて」

を設定し、同要綱に基づき利活用策を公募した。 

    ２３年度で完了 

 

Ⅰ－３－(4)－② 

取組名 未利用施設にかかる利活用手法の構築および運用 所管課 

管財課ほか未利

用施設を所管す

る課所室  

取組概要 

未利用施設に関する情報の一元的な管理手法や民間利用を促進するための手

法を構築し、未利用施設を有効活用するとともに、利活用が望めない未利用

施設は処分する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

施設保全台帳の整備状況を確認し、未利用施設の利活用の

方向性や手順を取りまとめるための検討を行った。個々の

未利用施設について利活用を検討したほか、ＦＭ関連の研

修会を開催した。 

H24 実施 

未利用施設の現状と今後未利用となる施設について全庁的

に調査し、利活用に係る課題等を整理したほか、一元管理

のための利活用指針を策定した。また、民間事業者の利活

用を促進するため条例一部改正を行った。廃校舎について

は、庁内外との調整を行い、上新城中学校ほか２校の方向

性を決めた。 

H25 継続実施 

旧岩見三内支所を解体したほか、旧山谷小学校の利活用者

を公募し、２者を選定した。また、雄和農村環境改善セン

ター(旧雄和公民館)並びに旧上新城中学校の活用に向け、

関係部局との利用調整を行った。 

H26 継続実施 

雄和環境改善センターの利活用を図るため、耐震診断を行

う。個別の未利用施設について、行政目的での利用を検討

し、見込めない場合は民間活用に向け公募を行う。また、

利活用が望めない未利用施設は処分する。 
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(5) 公共施設のサービス等改善による利用率向上 

公共施設の利用予約の利便性向上、施設間での情報共有体制の構築、使用目的の拡大などを

検討する。 

 

改革の効果 公共施設の利用率の向上が図られる。 

 

Ⅰ－３－(5)－① 

取組名 公共施設案内予約システムの利便性向上 所管課 情報統計課 

取組概要 

公共施設の利用しやすさを高めるため、公共施設案内予約システムの利便性

向上や対象施設の拡大を図るとともに、施設におけるＩＴ環境の整備を進め

る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

北部・河辺・雄和の各市民サービスセンターを公共施設案

内予約システムに登録した。また、未登録施設への導入に

ついては、費用対効果や施設の管理運営の面から検討した

結果、現状のままとすることとした。 

    ２３年度で完了 

 

 

Ⅰ－３－(5)－② 

取組名 文化施設における年間パスポートの発行 所管課 文化振興室 

取組概要 

施設の利用率向上を図るため、美術館など施設ごとに、発行日から１年間に

わたって展覧会を何度でも観覧できる年間観覧券「年間パスポート」の発行

を検討する。 

(検討対象施設(分館、関連施設含))千秋美術館、赤れんが郷土館、佐竹史料館 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
他都市の事例を調査したほか、市内文化施設における連携

の可能性を探りながら、実施の方法について検討した。 

H24 準備手続 

市立文化施設連絡会議で年間パスポートの発行について検

討し、パスポートの発行が可能となるよう２５年２月議会

で条例改正を行った。 

H25 実施 年間パスポートの発行を開始した。 

２５年度で完了 
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Ⅰ－３－(5)－③ 

取組名 
秋田市民交流プラザの稼働率向上に向けたサー

ビス等の改善 
所管課 

秋田市民交流 

プラザ管理室 

取組概要 

同プラザの有料貸出施設の稼働率向上を図るため、施設のＰＲやイベントの

積極的な誘致、利用者ニーズにあわせた施設の改善など、ソフト・ハードの

両面から取り組む。（平成１９年度から２１年度の平均稼働率：７０．５％） 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

企業等への訪問により、新規利用の開拓やイベント誘致に

向けたＰＲ活動を行うとともに、利用者ニーズを受け、一

部音楽交流室を会議室としても利用できるよう運営方法を

あらためた。 

また、ホームページからＳＮＳによる情報発信を始めるな

ど、アルヴェおよび秋田駅周辺のイベントＰＲに努めた。 

（平成２３年度稼働率実績：７４．０％） 

H24 実施 

施設利用に関して、貸出時間を１時間単位に細分化し、使

用料の見直しを行った。さらに大規模催事における受付期

間の弾力化など利用者サイドに立った見直しを行い、利用

率の向上に努めた。また、市民交流プラザの利用率向上に

つながるよう秋田駅周辺情報の一元的な受発信を行うため

の環境整備を行った。 

（平成２４年度稼働率実績：７７．４％） 

H25 継続実施 

施設予約受付を民間に委託したほか、施設使用者（主催者）

の利便性と中心市街地へのにぎわい創出等のため、専用使

用する施設に応じて、屋外公用駐車場を無料で利用できる

ように基準を定めた。 

２６年度に２回目のリース契約期間が満了するアルヴェネ

ットワークシステムについて、新たな機能を盛り込んだシ

ステム構築に向け、検討を開始した。 

（平成２５年度稼働率見込：７８．０％） 

H26 継続実施 

アルヴェネットワークシステムの更新にあたっては、従来

からの「独立専用型」のネットワークシステムを「クラウ

ド型」で汎用性・拡張性の高いシステムへと移行すること

で、常に最新のＩＴ環境を利用者に提供するとともに、大

幅なコストダウンに努める。 
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４ 受益と負担の適正化 

  (1) 受益と負担の適正化 

本市が提供するサービスの利用に係る受益と負担の適正化を図るため、施設使用料や事務手

数料の見直しなどを行う。 

 

改革の効果 サービス利用に当たっての負担の公平性と適正性が確保される。 

 

Ⅰ－４－(1)－① 

取組名 施設使用料の見直し 所管課 
総務課ほか施設使

用料を扱う課所室 

取組概要 

各施設使用料の改定要否について検討を行い、改定が必要と判断される施設

使用料から、順次、改定する。 

（見直し対象となる主な施設使用料） 

大森山動物園入園料、中央卸売市場施設使用料、農林関係施設使用料、 

文化施設観覧料、スポーツ施設使用料、公民館使用料など 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

改定対象とした使用料について改定要否の検討を行い、改

定が必要な施設使用料に関する条例を９月市議会に提出

し、可決後に「広報あきた」や市のホームページ等を通じ

て市民への周知を行った。 

H24 実施 

２４年４月１日に使用料を改定した。また、改定対象から

除外した施設について管理原価等を算定し、改定要否の検

討を行った。 

H25 継続実施 

今年度は指定管理者制度を導入している施設のコスト見直

しを行う予定であったが、消費税率の引上げが決定したた

め、それに伴う対応を実施することとした。 

H26 継続実施 
次の消費税率の引上げの動向を注視し、その対応を優先し

て行うこととする。 
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Ⅰ－４－(1)－② 

取組名 事務手数料の見直し 所管課 
財政課ほか事務手

数料を扱う課所室 

取組概要 

各事務手数料の改定要否について検討を行い、改定が必要と判断される事務

手数料から、順次、改定する。 

（見直し対象となる主な事務手数料） 

住民票にかかる交付手数料、各種課税証明書等の交付手数料、 

がん検診等の自己負担額、農林関係諸証明手数料など 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

改定対象とした手数料について改定要否の検討を行い、改

定が必要な事務手数料に関する条例を９月市議会に提出

し、可決後に「広報あきた」や市のホームページ等を通じ

て市民への周知を行った。 

H24 実施 ２４年４月１日に手数料を改定した。 

H25 継続実施 
消費税率の引上げが決定したため、それに伴う対応を実施

することとした。 

H26 継続実施 
次の消費税率の引上げの動向を注視し、その対応を優先し

て行うこととする。 

 

 

Ⅰ－４－(1)－③ 

取組名 減免制度の見直し 所管課 お客様センター 

取組概要 下水道使用料などの減免制度の改正について検討し、見直しを図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
文書による減免対象者への周知と広報・ホームページによ

る市民周知を実施した。また、規程、要綱を整備した。 

H24 実施 
改正した制度の運用を開始した（これまでの減免対象者へ

の経過措置として、見直し前の１/２減免を実施した。）。 

H25 継続実施 
改正した制度の運用を開始した（これまでの減免対象者へ

の経過措置として、見直し前の１/４減免を実施した。）。 

H26 継続実施 
改正した制度を運用する。 

（経過措置を終了し、生活保護および福祉減免等を廃止） 
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Ⅱ 財政運営の改革 

 

１ 財政基盤の確立 

(1) 中長期的な財政見通しに基づく財政運営の推進 

毎年度、中長期財政見通しを作成、公表し、これを財政運営の指針としながら、選択と集中

による適切な財源配分などを通じて、歳入に見合う歳出構造への転換を図る。 

 

改革の効果 
主要２基金（財政調整基金および減債基金）の取崩額が１０億円程度

に縮減される。   ＊平成２２年度当初予算取崩額３９．７億円 

 

Ⅱ－１－(1)－① 

取組名 中長期財政見通しの作成、公表 所管課 財政課 

取組概要 

毎年度末に中長期財政見通しを作成、公表し、広く周知するとともに、次年

度予算編成の指針として活用する。 

 （取組スケジュール） 

   ９～１０月 前年度末に作成した中長期財政見通しを次年度の予算フ

レームに反映 

      ２月 次年度予算編成後、中長期財政見通しの見直し 

      ３月 公表 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

中長期財政見通しを２４年度の予算フレームに反映し、予

算編成を行った。また、２５～３４年度を期間とした中長

期財政見通しを作成、公表した。  

 ＊２３年度当初予算における主要２基金の取崩額  

(目標：３０億円以下 予算：２９．８億円) 

H24 継続実施 

中長期財政見通しを２５年度の予算フレームに反映し、予

算編成を行った。なお、今後１０年間の中長期財政見通し

については、２５年度予算が骨格編成となったことから、

参考として作成し、公表は行わなかった。 

  ＊２４年度当初予算における主要２基金の取崩額 

(目標：２０億円以下 予算：２０．０億円) 

H25 継続実施 

中長期財政見通しを次年度の予算フレームに反映するとと

もに、中長期財政見通しを見直し、公表した。 

＊２５年度当初予算における主要２基金の取崩額 

(目標：１５億円以下 予算：１５．０億円) 

H26 継続実施 

中長期財政見通しを次年度の予算フレームに反映するとと

もに、中長期財政見通しを見直し、公表する。 

＊２６年度当初予算における主要２基金の取崩額 

(目標:：１０億円程度 予算：１０．０億円) 
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(2) 公会計改革の推進 

新地方公会計制度に基づき作成している財務諸表の有効な活用方法を検討する。 

 

改革の効果 市民が本市の財政状況をより詳しく把握できる。 

 

Ⅱ－１－(2)－① 

取組名 財務諸表の活用方法の検討 所管課 財政課 

取組概要 
新地方公会計制度に基づき作成している財務諸表について、内容の明確化や

財政運営での効果的な活用方法を検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

新地方公会計制度に基づき財務諸表を作成したほか、公有

財産のうち、売払可能資産の洗い出しを行った。また、総

務省で開催している「今後の新地方公会計の推進に関する

研究会」での議論などを参考に活用策について検討した。 

H24 検討 

新地方公会計制度に基づき財務諸表を作成・公表したほか、

公有財産のうち、売払可能資産の洗い出しを行った。また、

総務省で開催している「今後の新地方公会計の推進に関す

る研究会」での議論や他都市の取組を参考に活用策につい

て検討した。 

H25 検討 新地方公会計制度に基づき財務諸表を作成、公表した。 

H26 実施 

国が新たな基準の導入と固定資産台帳のガイドラインの策

定を検討していることから、その状況を踏まえた財務諸表

等を作成するとともに、活用策を検討する。 
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(3) 基金のあり方の見直し 

各々の基金について、不測の事態に備えた弾力的な運用方法やあり方の見直しを行う。 

 

改革の効果 各基金の存在意義と活用方針が明確となり、有効に活用される。 

 

Ⅱ－１－(3)－① 

取組名 統合、廃止を含めた各基金のあり方の検証 所管課 財政課 

取組概要 
各基金の存在意義をあらためて検証するほか、弾力的な運用や統合などの可

能性を検討し、必要な見直しを行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

設置目的や運用計画等に係る調査およびヒアリングを実施

し、統合などの方針を庁議で決定した。また、方針に沿っ

て統合等を行うために関係条例を改正した。 

H24 継続実施 

見直し方針に基づき、４月１日よりふれあい福祉基金を地

域振興基金へ統合したほか、土地開発基金の縮小等を行っ

た。 

H25   

H26 継続実施 
庁舎建設基金については、公共施設の整備や維持修繕を目

的とする新たな基金へ引き継ぐことを検討する。 
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(4) 公債費の縮減 

市債の新規発行額を抑制するとともに、世代間の公平の観点から、長期の償還年数の選択に

よる償還額の平準化などについて検討する。 

 

改革の効果 
一般会計市債残高が、平成２２年度末残高見込額の１，４５５億円以

下に抑制される。 

 

Ⅱ－１－(4)－① 

取組名 
市債発行額の抑制（市債依存度１０％以下へ抑

制（臨時財政対策債を除く。）） 
所管課 財政課 

取組概要 
事業の年度間調整等により、市債発行額を抑制するとともに、償還額を考慮

しながら市債残高の縮減を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

建設事業における計画段階からの事業費の精査、年度間ま

たは事業間調整を行い、市債発行額の抑制に努めた。 

（市債（臨時財政対策債を除く。）の状況） 

・市債発行額 目標：１００億円以下 実績：８０億円 

・市債依存度 目標：７．９％以下  実績：６．２％ 

・年度末残高見込額 目標：１，４７２億円程度 

          実績：１，４１５億円 

H24 継続実施 

建設事業における計画段階からの事業費の精査、年度間ま

たは事業間調整を行い、市債発行額の抑制に努めた。 

（市債（臨時財政対策債を除く。）の状況） 

・市債発行額 目標：１００億円以下 見込：７１億円 

・市債依存度 目標：８．２％以下   見込：５．４％ 

・年度末残高見込額 目標：１，４６０億円程度 

          実績：１，４１５億円 

H25 継続実施 

建設事業における計画段階からの事業費の精査、年度間ま

たは事業間調整を行い、市債発行額の抑制に努めた。 

（市債（臨時財政対策債を除く。）の状況） 

・市債発行額 目標：１００億円以下 見込：６９億円 

・市債依存度 目標：８．２％以下   見込：５．９％ 

・年度末残高見込額 目標：１，４５８億円程度 

          見込：１，４１２億円程度 

H26 継続実施 

引き続き事業費の精査や年度間調整等を行い、市債発行額

の抑制に努める。 

（市債（臨時財政対策債を除く。）の状況） 

・市債発行額 目標：１００億円以下 

・市債依存度 目標：７．９％以下 

・年度末残高見込額 目標：１，４５５億円程度 
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Ⅱ－１－(4)－② 

取組名 
事業に応じた償還期間設定による償還額の平準

化 
所管課 財政課 

取組概要 
後年度の影響額を試算し、事業に応じた償還期間の設定や、実施可能な場合

の繰上償還等により、中長期的な市債償還額の平準化に取り組む。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

事業に応じた償還年数の設定について検討したほか、補償

金免除繰上償還を実施した。 

（元金償還額（臨時財政対策債を除く。）） 

目標：１１５億円 実績：１１４億円 

H24 継続実施 

事業の内容に応じて長期の償還年数を適用し、償還額の平

準化を図った。 

（元金償還額（臨時財政対策債を除く。）） 

目標：１１６億円 実績：１１６億円 

H25 継続実施 

事業の内容に応じて長期の償還年数を適用し、償還額の平

準化を図った。 

（元金償還額（臨時財政対策債を除く。）） 

目標：１１５億円 見込：１１６億円 

H26 継続実施 

事業の内容に応じて長期の償還年数を適用し、償還額の平

準化を図る。 

（元金償還額（臨時財政対策債を除く。）１１３億円） 
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(5) 市出資団体の経営の健全化・合理化 

公社、第三セクターのさらなる経営改善を促進するとともに、競争力の強化と安定した経営

基盤の確立を図るため、各団体の今後のあり方について検討する。 

 

改革の効果 
単年度収支が赤字である団体および市からの運営費補助を受ける団体

が０になる。 

 

Ⅱ－１－(5)－① 

取組名 
(財)秋田市総合振興公社と(財)雄和環境保全公

社の統合に向けた取組 
所管課 

総務課 

環境総務課 

取組概要 

廃棄物収集業務などの類似業務を扱う(財)秋田市総合振興公社と(財)雄和環

境保全公社について、現状における経営状況等の検証と課題の整理を行い、

経営の健全化・合理化を図るため、両団体を統合する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

両団体の統合に向け、公益法人制度改革への対応を踏まえ

たスケジュールや課題等について両団体と協議し、新法人

移行後の２６年度中に統合することとした。 

H24 検討 
統合に先立ち、両団体の経営状況や人員等について確認を

行った。 

H25 準備手続 
平成２７年４月１日の統合を目途に、主務官庁との実務協

議、団体間との調整など、準備手続きを行った。 

H26 準備手続 両団体の統合に向けた具体的な手続きを行う。 
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Ⅱ－１－(5)－② 

取組名 市出資団体の経営の健全化・合理化 所管課 

総務課ほか市出

資団体の所管課

所室 

取組概要 

市が出資する公社・第三セクターについて、団体の統合や人事交流などの方

策を検討し、実施できる課題解決策から順次実施する。 

（対象団体（所管課）） 

① 太平山観光開発(株) （建設総務課） 

② 河辺地域振興(株) （観光物産課） 

③ (株)雄和振興公社 （観光物産課） 

④ (株)インフォメーションプラザ秋田 （情報統計課） 

⑤ (財)秋田市総合振興公社 （総務課） 

⑥ (財)秋田市駐車場公社 （都市総務課） 

⑦ (財)秋田市勤労者福祉振興協会 （商工労働課） 

⑧ (財)秋田観光コンベンション協会 （観光物産課） 

⑨ (財)雄和環境保全公社 （環境総務課） 

⑩ (財)秋田学術振興財団 （企画調整課） 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
各出資団体の経営状況や課題等を踏まえ、団体ごとの対応

方針を検討した。 

H24 準備手続 

市出資団体として存続させる団体については、中長期的な

経営計画の策定や組織体制の強化など、団体ごとの課題に

応じた具体の対応策を実施した。また、廃止・清算するこ

ととした団体については、必要となる手続き等を確認し、

廃止・清算に向けた準備等を行った。 

H25 実施 

市出資団体として存続させる団体については、団体ごとの

課題に応じ、経営基盤の安定化に向けた具体の取組を実施

した。また、(財)学術振興財団は平成２５年６月２１日に

清算結了となり、(株)インフォメーションプラザ秋田は株

主総会で平成２６年３月３１日をもって解散する方針が承

認された。 

H26 継続実施 

市出資団体として存続させる団体については、団体ごとの

課題に応じ、経営基盤の安定化に向けた具体の取組を実施

する。また、解散する団体については、清算に伴う手続き

を実施する。 
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(6) 公益法人制度改革への対応 

市が所管する財団法人に関し、公益法人制度改革に適切に対応するため、各団体が移行すべ

き最適な法人区分を選択できるよう支援する。 

 

改革の効果 全ての団体が最適な法人区分へ移行される。 

 

Ⅱ－１－(6)－① 

取組名 公益法人制度改革への適切な対応 所管課 

総務課ほか各財

団法人の所管課

所室 

取組概要 

公益法人制度改革に伴う新たな法人区分への移行について、期限である平成

２５年１１月３０日までに各団体が最適な法人区分を選択し、移行できるよ

うに支援等を行う。 

（対象団体（所管課）） 

① (財)秋田市総合振興公社 （総務課） 

② (財)秋田市駐車場公社 （都市総務課） 

③ (財)秋田市勤労者福祉振興協会 （商工労働課） 

④ (財)秋田観光コンベンション協会 （観光物産課） 

⑤ (財)雄和環境保全公社 （環境総務課） 

⑥ (財)秋田学術振興財団 （企画調整課） 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

各団体が実施する事業や経営内容および新法人移行にかか

る県の個別相談会等の状況を踏まえ、２４年度中の移行申

請に向け、各団体が移行する法人区分を協議・検討した。 

H24 実施 

団体の解散を予定している（財）秋田学術振興財団を除き、

すべての団体が、選択した法人区分に応じた移行申請を行

い、２５年４月に新法人へ移行できる見込みである。 

H25 継続実施 
２５年４月１日に、解散した（財）秋田学術振興財団を除

く全ての団体が新法人へ移行した。 

    ２５年度で完了 
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２ 歳入の確保 

(1) 新規財源の開拓 

市税をはじめとする自主財源が減少する中で、安定的に財源を確保するため、広告料、貸付

料などの新規財源を開拓する。 

 

改革の効果 

平成２１年度決算額３０,３７４千円以上の歳入増が図られる。 

＊ふるさと納税、千秋公園さくらファンド、広告料、行政財産貸付料

の合計額 

 

Ⅱ－２－(1)－① 

取組名 広告料、貸付料などの新規財源の開拓 所管課 財政課 

取組概要 
他都市の事例や民間の動向などから導入可能性を検討し、実施可能な取組に

ついて導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

主要な市有施設を所管する課所室長を構成員としていた秋

田市広告収入庁内推進協議会を廃止し、行政改革推進員で

ある各部局の次長等を委員とする全庁的組織として新規財

源検討連絡協議会を設置した。同協議会においてメンバー

が新規財源の開拓に向けた情報を共有し、継続した取組と

なるような仕組みづくりを行った。 

目標額：３４，６８４千円 決算額：５３，８８４千円 

H24 継続実施 

他都市の事例を調査し、各部局に情報提供を行った。また、

新規財源検討連絡協議会において、新規財源の導入可能性

について検討を行い、対応方針を決定した。 

目標額：６３，３００千円 決算額：６８，７２２千円 

H25 継続実施 

２４年度からの継続案件の検討を行うとともに、新規財源

検討連絡協議会において、民間からの企画提案を受けるた

めの窓口の設置について検討を行った。 

目標額   ６５，６００千円 

歳入見込額 ７４，８５６千円 

H26 継続実施 

各部局の取組状況を共有すると共に、行政財産貸付料・広

告料の導入の拡大、その他新規財源の導入の可能性につい

て検討を行う。 

（２６年度目標額 ６８，０００千円） 

・ふるさと納税、千秋公園さくらファンド  

１，８００千円 

・広告料       ２９，１００千円 

・行政財産貸付料   ３７，１００千円 
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(2) 適正な債権管理と未収金の解消 

統一的なルールのもと、適正な債権管理を行うとともに、市が保有する未収債権について、

その確実な圧縮を図る。 

 

改革の効果 

法的措置を含め、債権の種別に応じた徴収を行うことにより効率的な

滞納整理が進められるとともに、毎年度、収入(納)率に関して適切に

目標設定することで、未収金の縮減が図られる。 

 

Ⅱ－２－(2)－① 

取組名 債権管理に関する指導・助言 所管課 特別滞納整理課 

取組概要 
秋田市債権管理条例や債権管理マニュアルに基づき、債権管理に関する指導、

助言を行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

債権管理事務の手引を作成して全庁に公開し、同手引に従

って債権管理を行うよう通知や研修会の実施を行い、周知

を図った。また、滞納者宅への同行訪問の実施や債権管理

事務に関する相談の受付など債権所管課に対して側面から

の支援も行った。一方、回収努力をしてもなお回収が困難

な事案について、同手引に従って債権を放棄する手続を初

めて行った。 

H24 継続実施 

ヒアリングおよび通知を通して債権管理事務の手引の活用

を促し、積極的な滞納整理について助言および指導を行っ

た。また、事務処理に当たっての疑問点などについて随時

相談を受け付けたほか、債務者に係る裁判所からの競売情

報や破産情報を全庁に提供できる体制を整えて、早期の債

権回収を図れるようにした。 

H25 継続実施 

債権管理に関する事務処理に当たっての担当者の疑問点な

どについて、引き続き相談に応じたほか、債権管理事務の

手引の内容を見直し、特に質問や要望が多かった事項を中

心に解説を加える等の改正を行った。また、延滞金の割合

の引下げに伴い、関係する条例の改正を行うとともに、適

正な延滞金の賦課について各課所室へ指導を行った。 

H26 継続実施 

引き続き、債権管理に関する指導、助言を行うほか、債権

管理の事務処理に当たっての改善事項について研究してい

く。 
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Ⅱ－２－(2)－② 

取組名 目標収入(納)率の設定と取組の検証 所管課 特別滞納整理課 

取組概要 
前年度実績を上回る目標収入率を設定し、その達成に向けて取り組むととも

に、各取組の検証を行い、次年度の対策へ反映させる。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

年度当初に所管課に対して目標収入率を設定させて取組の

強化を促し、ヒアリングを通じて収納状況を確認した上で

検証を行った。 

H24 継続実施 

未収金対策連絡協議会において「秋田市滞納整理計画」を

策定し、２６年度末までに未収金額１０％の削減を目標に

掲げて、各課所室にその達成を促した。また、ヒアリング

を通して各年度の上半期・下半期ごとの収納状況の確認お

よび検証を行った。 

H25 継続実施 

上半期・下半期ごとにヒアリングを行って、個別の債権に

係る目標収入率の達成状況および秋田市滞納整理計画の進

捗状況の確認および検証を行った。 

H26 継続実施 

秋田市滞納整理計画に沿った未収金の縮減を促すととも

に、各年度ごとに設定した目標収入率の達成に向けた取組

の検証を行って、達成状況が思わしくない課所室に対して

は、助言および指導を強化していく。 
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Ⅱ－２－(2)－③ 

取組名 収入(納)率向上（市税） 所管課 納税課 

取組概要 早期納付折衝や滞納処分を強化し、効率的な滞納整理に努める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

８月、１０月、１２月、３月の一斉文書催告と、９月、１

１月の税四課による一斉電話催告を実施し、現年度の収入

未済額の圧縮に努めた。また、市県民税(普通徴収)および

固定資産税の当初納税通知書に口座振替依頼書を同封した

ほか、北部地区の口座振替未加入者約６,７００人に対し

て、８月から１月までに口座振替依頼書を送付し、口座振

替加入促進を図った。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） ９７．７％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ９７．８％ 

H24 継続実施 

現年度収入未済額を縮減するため、早期の納付折衝を行う

とともに、債権を中心に滞納処分を強化した。また、納期

内納付推進のため、口座振替加入促進を図った。    

（２４年度目標収納率（現年分）） ９７．９％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ９７．９％ 

H25 継続実施 

現年度収入未済額を縮減するため、高額滞納事案について

は、例年より前倒しして早期折衝・早期滞納処分を実施し

た。また、納期内納付推進のため、口座加入促進を図った。 

 （２５年度目標収納率（現年分）） ９７．９％ 

（２５年度見込収納率（現年分）） ９８．２％ 

H26 継続実施 

現年度収入未済額を縮減するため、高額滞納事案について

は、早期折衝・早期滞納処分を実施する。また、納期内納

付推進のため、口座加入促進を図る。 

 （２６年度目標収納率（現年分）） ９８．３％ 
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Ⅱ－２－(2)－④ 

取組名 収入(納)率向上（国民健康保険税） 所管課 国保年金課 

取組概要 
滞納管理システムの有効活用や職員と国民健康保険普及員の連携強化によ

り、効率的な滞納整理に努め、収納率の向上を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

５月、１０月、１１月、１２月、１月、２月に一斉文書催

告を実施し収納の確保に努めた。７月から９月には短期被

保険者証および資格証明書世帯の現況把握のための相談の

機会を設け、状況に応じて分割納付を勧めるなど滞納額の

圧縮を図った。また二人の普及員により約５，０００人に

電話催告を実施し納付を促した。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） ８５．６％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ８６．４％ 

H24 継続実施 

５月、１０月、１２月、２月に各種文書催告を実施し収納

の確保に努めた。７月から９月には短期被保険者証および

資格証明書世帯に対して諸通知を発送し納付相談を促し、

状況に応じて滞納整理を進め滞納額の圧縮を図った。また、

預貯金調査、電話催告を実施し納付を促した。 

（２４年度目標収納率（現年分）） ８５．６％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ８６．９％ 

H25 継続実施 

５月、１1月、１月、３月に各種文書催告を実施し、収納の

確保に努めた。７月から９月には短期披保険者証および資

格証明書世帯に対して諸通知を発送し、納付相談を促し、

生活状況に応じて滞納整理を進め滞納額の圧縮を図った。

また、預貯金調査、インターネット公売を実施した。 

（２５年度目標収納率（現年分）） ８５．６％ 

（２５年度見込収納率（現年分）） ８７．１％ 

H26 継続実施 

滞納管理システムを有効活用しながら滞納処分や一斉文書

催告、訪問徴収を行う。 

（２６年度目標収納率（現年分））８７．３５％ 
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Ⅱ－２－(2)－⑤ 

取組名 収入(納)率向上（公営住宅使用料） 所管課 住宅整備課 

取組概要 

市営住宅家賃等の滞納者に対する調停や強制執行などの法的措置を効果的に

実施するとともに、将来的に滞納させないための納期内納付の啓発等の取組

を行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

少額訴訟、調停などにより悪質な滞納の解消に努めた。納

付忘れの防止の啓発パンフレットを配布した。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） １００％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ９８．７％ 

H24 継続実施 

悪質な滞納者に対して、訴訟により明渡しの強制執行を実

施したほか、戸別訪問による納付相談や納付忘れの防止の

啓発パンフレットを配布した。 

 （２４年度目標収納率（現年分）） １００％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ９８．７％ 

H25 継続実施 

滞納者の生活状況に応じた支払ができるよう、個別に納付

相談を実施した。また、悪質な滞納者に対しては明け渡し

の強制執行を１件、給与差押えの強制執行を２件、民事調

停を９件予定している。 

 （２５年度目標収納率（現年分）） ９９％ 

 （２５年度見込収納率（現年分）） ９８．７％ 

H26 継続実施 

引き続き、滞納者の生活状況に応じたきめ細かな納付相談

を心がけるとともに、悪質な滞納者には訴訟を含めた法的

措置を講じながら、関係課所室と連携して未収金の解消に

努める。 

 （２６年度目標収納率（現年分）） ９９％ 
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Ⅱ－２－(2)－⑥ 

取組名 収入(納)率向上（介護保険料） 所管課 介護保険課 

取組概要 
文書や電話による催告および口座振替の加入促進により収入未済額を圧縮

し、効率的な滞納整理に努める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

６５歳到達者への口座振替申込用紙の送付や広報によるＰ

Ｒを通じ、口座振替の加入促進を図った。特別滞納整理課

と連携した高額滞納者に対する催告を行ったほか、文書や

電話による一斉催告を実施した。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） ９８．３％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ９８．５％ 

H24 継続実施 

新規加入者全件へパンフレット、口座振替申込用紙を送付

し、口座振替の加入促進を図った。また、電話および文書

による納付催告、職員の現地訪問による納付折衝を実施し

たほか、次年度当初の速やかな債権移管に向けた高額滞納

者の調査、選定作業を実施した。 

（２４年度目標収納率（現年分）） ９８．３％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ９８．３％ 

H25 継続実施 

新規加入者全件へパンフレット、口座振替申込用紙を送付

し、口座振替の加入促進を図った。また、電話および文書

による納付催告、職員の現地訪問による納付折衝を実施し

たほか、滞納折衝記録の整備を実施した。 

（２５年度目標収納率（現年分）） ９８．３％ 

（２５年度見込収納率（現年分）） ９８．３％ 

H26 継続実施 

引き続き、パンフレット等による口座振替の加入促進を図

る。また、滞納者対策として、電話および文書による納付

催告、職員の現地訪問による納付折衝を実施するとともに、

重点的取組として、滞納折衝記録の整備を継続して行う。 

 （２６年度目標収納率（現年分）） ９８．３％ 
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Ⅱ－２－(2)－⑦ 

取組名 収入(納)率向上（保育所保護費負担金） 所管課 子ども育成課 

取組概要 
保育料の滞納を未然に防止するための啓発や、滞納者に対する納付督励およ

び滞納処分により、滞納額の解消、縮減を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

管理職を含めた一斉戸別訪問および電話による納付指導を

行ったほか、公立保育所職員や私立認可保育所施設長等に

よる納付や納付相談の働きかけをし、応じない滞納者に対

する預貯金調査を実施した。 

また、新年度継続入所者に対する来庁による納付指導や新

規入所者に対する口座振替の加入促進を図った。 

（２３年度保育所保護費負担金収納率（現年分）） 

公立保育所分 目標：９９．１％ 実績：９８．６％ 

私立保育所分 目標：９９．０％ 実績：９９．０％ 

H24 継続実施 

管理職を含めた一斉戸別訪問および電話による納付指導を

行ったほか、公立保育所職員や私立認可保育所施設長等に

よる納付や納付相談の働きかけをし、応じない滞納者に対

する預貯金調査や差押を実施した。 

また、新年度継続入所者に対する来庁による納付指導や新

規入所者に対する口座振替の加入促進を図った。 

（２４年度保育所保護費負担金収納率（現年分）） 

公立保育所分 目標：９９．１％ 実績：９８．８％ 

私立保育所分 目標：９９．０％ 実績：９９．０％ 

H25 継続実施 

管理職も含めた一斉戸別訪問および電話による納付指導を

実施したほか、公立保育所職員や私立認可保育所施設長等

による納付や納付相談の働きかけを行った。 

また、新年度継続入所者に対する、来庁による納付指導や

新規入所者に対する口座振替の加入促進を図った。 

（２５年度保育所保護費負担金収納率（現年分）） 

公立保育所分 目標：９９．１％ 見込：９９．１％ 

私立保育所分 目標：９９．０％ 見込：９９．０％ 

H26 継続実施 

管理職を含めた一斉戸別訪問及び電話による納付指導を実

施するほか、公立保育所職員や私立認可保育所施設長等に

よる納付や納付相談の働きかけをし、応じない滞納者に対

する預貯金調査や差押を実施する。 

また、新年度継続入所者に対する来庁による納付指導や新

規入所者に対する口座振替の加入促進を図る。 

公立保育所分 目標：９９．１％ 

私立保育所分 目標：９９．０％ 
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Ⅱ－２－(2)－⑧ 

取組名 収入(納)率向上（医療費患者自己負担分） 所管課 医事課 

取組概要 

医療費患者自己負担分にかかる未収金発生を未然に防止するため、入院時の

「入院願い」により、支払相談・未収金催促を強化するとともに、督促・催

告・電話催促・面談催促・訪問催促・支払督促を活用して未収金の縮減を図

る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

未納患者が会計窓口に来た時点で面談を行い、納付を促す

方式を開始した。また、未納患者宅を訪問して納入を促し

たほか、高額未納者の県外転出者を追跡調査して支払督促

を利用した。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） ９３．０％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ９３．９％ 

H24 継続実施 

救急外来の受診者の未収金発生を防ぐため、納入通知書を

発行できる時間を大幅に延長したほか、医療費納入後に会

計窓口で院外処方箋を渡す方式に改めた。 

（２４年度目標収納率（現年分）） ９５．０％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ９３．２％ 

H25 継続実施 

条例に基づき督促状および催告状を送付したほか、外来予

約者リストを基に、悪質な滞納者が来院した際、面談によ

る納入催促を実施した。 

また、救急外来での請求書発行や悪質滞納者に対する簡易

裁判所への支払督促の申立てを行った。 

（２５年度目標収納率（現年分）） ９５．０％ 

（２５年度見込収納率（現年分）） ９３．０％ 

H26 継続実施 

前年度に効果のあった取組を継続して実施するとともに、

状況に応じて、随時、内容の見直し、新たな取組の検討を

行う。 

（２６年度目標収納率（現年分）） ９５．０％ 
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Ⅱ－２－(2)－⑨ 

取組名 収入(納)率向上（水道料金、下水道使用料等） 所管課 お客様センター 

取組概要 

水道料金、下水道使用料等の未収金回収を効果的に実施するため、支払督促

制度の活用や、特別滞納整理課との連携による滞納処分等の検討も含めた滞

納整理の強化を進め、未収金の縮減を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

休日・夜間も含め電話や訪問催告を通年で実施した。また、

１月から３月に支払督促や滞納処分などを実施した。 

 （２３年度目標収納率（現年分）） ９２．４％ 

 （２３年度実績収納率（現年分）） ９１．４％ 

H24 継続実施 

休日・夜間も含め電話や訪問催告を通年で実施した。また、

１月から３月に滞納処分などを実施した。 

（２４年度目標収納率（現年分）） ９２．４％ 

（２４年度実績収納率（現年分）） ９１．８％ 

H25 継続実施 

休日・夜間も含め電話催告や、管理職が同行しての訪問催

告を通年で実施した。また、１月から３月に財産調査を実

施した。 

（２５年度目標収納率（現年分）） ９１．７％ 

（２５年度見込収納率（現年分）） ９１．７％ 

H26 継続実施 

滞納整理について「お客様センター業務等の包括的民間委

託」により、民間ノウハウを活用するとともに、成果評価

の実施により収納率の向上の強化を図る。 

 未収金の縮減に向けて、支払督促制度の活用や、特別滞

納整理課との連携による滞納処分等の実施を含めた滞納整

理の強化を図る。 

（２６年度目標収納率（現年分）） ９１．７％ 
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(3) 未利用資産等の活用 

市が保有する未利用資産等について、効果的な活用を図るとともに、保有の必要性がない資

産は処分する。 

 

改革の効果 効果的な財産活用と歳入増が図られる。 

 

Ⅱ－２－(3)－① 

取組名 土地など未利用資産の売却および貸付 所管課 管財課 

取組概要 
公有財産管理システムの活用により、未利用資産の売却や貸し付けを進める。 

 （目標面積 年２，１００㎡、目標額 年２５，０００千円） 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

より円滑な売却等に向け、公有財産管理システムへの未利

用地の情報を新たに登録した。また、 管財課で保有する未

利用地(普通財産)の公売を実施 (５月、１０月、１１月)し、

売却した。 

売却面積 ７，９２７㎡  売却金額 ６６，７１７千円 

H24 継続実施 

管財課で保有する未利用地(普通財産)の公売を実施(７月、

１１月、３月)したほか、定期借地権の設定による土地貸付

が可能となるよう財務規則を改正した。 

売却面積 １０，１４７㎡ 売却金額１３５，９３０千円 

H25 継続実施 

管財課で保有する未利用地(普通財産)の公売を実施した

(６月、１０月、２月)。 

売却面積 １０，３００㎡ 売却金額１４２，８７８千円 

H26 継続実施 
保有の必要性がない土地について、引き続き公売または随

意契約による売払や貸付を行い歳入増を図る。 
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Ⅱ－２－(3)－② 

取組名 有価証券の処分 所管課 管財課 

取組概要 

保有する有価証券の必要性を検討し、不要なものについては、時期を捉えて

処分する。 

（検討対象） 

   ①石油資源開発(株) 

 ②三菱マテリアル(株) 

 ③東北電力(株) 

 ④北海道電力(株) 

 ⑤(株)秋田椿台ゴルフクラブ 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

有価証券の保有の必要性を検討し、三菱マテリアル(株)、

東北電力(株)および北海道電力(株)の有価証券に関する売

却方針を決定した。 

H24 実施 

２３年度に決定した方針に基づき売却を進めることとして

いたが、リーマンショック、東日本大震災の影響から株価

低迷が続いており、売却効果が期待できないため、当面は

売却を行わないこととした。 

    ２４年度で完了
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３ 歳出の見直し 

(1) 効果的・効率的な行政経営の基盤となる事務事業評価の実施 

事務事業を必要性、有効性、効率性、経済性の観点や総合計画に掲げる目標達成への貢献度か

ら評価し、見直しや廃止等の方向付けを通じて、行財政全般の改善につなげる。 

 

改革の効果 
行政経営システムとして一体的に機能することにより、予算や人員の

最適配分が図られる。 

 

Ⅱ－３－(1)－① 

取組名 事務事業評価の実施 所管課 企画調整課 

取組概要 

市の実施する事務事業を、必要性、有効性、効率性、経済性の観点と総合計

画に掲げる目標達成への貢献度から評価し、各事務事業について「拡大実施」

「現状通り継続」「執行方法の見直し」「縮小」「他事業と統合」「休・廃

止」の方向付けを行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２２年度に実施した事業について、①２２年度新規事業、

②前年度評価結果が「現状通り継続」以外、③前年度評価

結果が「現状通り継続」の３つに区分し、事務事業評価を

行った。 

H24 継続実施 

２３年度に実施した事業について、以下の手法により事務

事業評価を行った。 

①全事務事業について、部局による自己評価 

②２３年度新規事業（部局による自己評価および行財政改

革実施会議による二次評価） 

③２２年度新規事業「現状通り継続」以外（②と同じ） 

H25 継続実施 

２４年度に実施した事業について、以下の手法により事務

事業評価を行った。 

①全事務事業について、部局による自己評価 

②２４年度新規事業（部局の自己評価と行財政改革実施会

議事務局会議における一次評価・市長決裁による二次評価） 

③２３年度新規事業のうち、評価が「現状通り継続」以外

（②と同じ） 

H26 継続実施 ２５年度に実施した事業について、事務事業評価を行う。 
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(2) 補助金の見直し 

補助金の費用対効果を検証するとともに、補助効果の低い少額補助金、運営費補助などにつ

いて精査し、見直しを行う。  

 

改革の効果 適正な予算配分が図られる。 

 

Ⅱ－３－(2)－① 

取組名 補助金の見直し 所管課 
企画調整課 

財政課 

取組概要 

補助割合が1/2以上の補助率の高い事業について、市の関わりを勘案しながら

率の削減を行うとともに、事業効果の低い１００千円以下の少額補助金を原

則廃止するほか、効果の検証が困難な団体運営費補助については事業費補助

への移行を進める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２２年度見直し結果に基づいて、休廃止を含む２３年度予

算への反映を行った。また、事務事業評価等を通じて２２

年度見直し結果への対応状況の確認・検証を行った。 

H24 継続実施 
事務事業評価結果や予算査定を通じて対応状況の確認を行

った。 

H25 継続実施 
事務事業評価結果や予算査定を通じて対応状況の確認を行

った。 

H26 継続実施 
事務事業評価結果や予算査定を通じて対応状況の確認を行

う。 
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(3) 繰出金の見直し 

一般会計から特別会計および企業会計への繰り出しについて、歳出の効率化等を進め、繰出

金の見直しを行う。 

 

改革の効果 適正な予算配分が図られる。 

 

Ⅱ－３－(3)－① 

取組名 
特別会計および企業会計を対象とした繰出金の

積算の見直し 
所管課 

企画調整課 

財政課 

取組概要 

国の基準に基づいた繰り出しを行うとともに、特別会計および企業会計の各

会計について、独立採算の原則に即して歳入歳出全般にわたる検証により、

基準内外を問わず繰出金を見直しする。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

独立採算の原則に基づき、安易に一般会計からの財政援助

に依存しないよう、各部局に見直しを求め、その後の予算

査定において、各項目を精査した。 

H24 継続実施 

独立採算の原則に基づき、安易に一般会計からの財政援助

に依存しないよう、各部局に見直しを求め、その後の予算

査定において、基準外繰り出しを精査した。 

H25 継続実施 

独立採算の原則に基づき、安易に一般会計からの財政援助

に依存しないよう、各部局に繰出金の見直しを求めるとと

もに、予算査定において基準外繰出しの内容を精査した。 

H26 継続実施 

独立採算の原則に基づき、安易に一般会計からの財政援助

に依存しないよう、基準内外を問わず繰出金の削減に向け

て検討を行う。 

 



 

  
 

- 70 - 

 

(4) 委託料の見直し 

委託している業務について、委託料の積算根拠や委託手法の適否について見直しを行う。 

 

改革の効果 適正な予算配分が図られる。 

 

Ⅱ－３－(4)－① 

取組名 随意契約から一般競争入札への切り替え 所管課 
企画調整課 

財政課 

取組概要 
随意契約している委託業務のうち、契約金額５０万円以上の業務について一

般競争入札に切り替え、委託金額の見直しを図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２２年度の見直し方針に基づき、競争入札への移行促進を

図った。また、エレベーター保守管理業務委託について、

契約の透明性の確保とトータルコスト縮減の観点から、従

来のメーカー系列のメンテナンス会社との随意契約方式を

見直し、独立系保守管理会社を含めた競争入札方式の導入

を図った。 

H24 継続実施 
２２年度の見直し方針に基づき、競争入札への切り替えを

図った。 

H25 継続実施 
２２年度の見直し方針に基づき、可能な業務について競争

入札への切り替えを行った。 

H26 継続実施 切り替え可能な業務について、競争入札を実施する。 

 

 

Ⅱ－３－(4)－② 

取組名 随意契約の委託料削減 所管課 
企画調整課 

財政課 

取組概要 
随意契約から一般競争入札に切り替えることができない業務について、委託

料を４年間で５％削減する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２２年度の見直し方針に基づき、２６年度までの随意契約

の委託料の５％削減計画の作成を促進した。 

H24 継続実施 
２６年度までの随意契約の委託料の５％削減計画を作成

し、委託料の削減に取り組んだ。 

H25 継続実施 
２６年度までの随意契約の委託料５％削減計画に基づき、

委託料の削減に取り組んだ。 

H26 継続実施 
２６年度までの随意契約の委託料５％削減計画に基づき、

委託料の削減に取り組む。 
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(5) 職員給与等の見直し 

特別職の職員等の給与および職員旅費の見直しを行う。 

 

改革の効果 人件費および旅費の削減が図られる。 

 

Ⅱ－３－(5)－① 

取組名 特別職給料の削減 所管課 人事課 

取組概要 
社会経済状況、本市財政状況等の諸情勢を踏まえ、特別職の給料・期末手当

を削減する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

市長、副市長、企業管理者、代表監査委員、教育長の給料

および期末手当を削減した。 

削減率… 市長 １０％ 市長以外の特別職 ５％ 

H24 継続実施 

引き続き、市長、副市長、企業管理者、代表監査委員、教

育長の給料および期末手当を削減した。 

削減率… 市長 １０％ 市長以外の特別職 ５％ 

H25 継続実施 

引き続き、市長、副市長、企業管理者、代表監査委員、教

育長の給料および期末手当を削減した。 

  削減率… 市長 １０％ 市長以外の特別職 ５％ 

H26 継続実施 

引き続き、市長、副市長、企業管理者、代表監査委員、教

育長の給料および期末手当を削減する。 

  削減率… 市長 １０％ 市長以外の特別職 ５％ 

 

 

Ⅱ－３－(5)－② 

取組名 利用実態に応じた旅費の支給方法の見直し 所管課 人事課 

取組概要 
パック商品など、多様で割安な旅行商品を活用できるよう、旅費の運用ルー

ルを整備する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
パック商品等の利用を促進するため、新たな運用ルールの

適用を４月から開始した。 

    ２３年度で完了 
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(6) 行政委員会の委員報酬の見直し 

行政委員会の委員報酬について、支給形態や支給額などの見直しを行う。 

 

改革の効果 適正な報酬形態および支給額で支給される。 

 

Ⅱ－３－(6)－① 

取組名 
勤務実態に応じた支給形態（月額制・日額制）

と支給額の改正 
所管課 人事課 

取組概要 

行政委員会の委員報酬について、各委員の業務内容や活動状況、委員が担う

社会的責任の大きさなどを勘案し、他団体の動向を踏まえて報酬の支給形態

と支給額を見直しする。 

 （検討対象（額はいずれも現行の報酬月額）） 

   ・教育委員   委員長 128,000円  委員   106,000円 

 ・選挙管理委員 委員長  71,000円  委員    55,000円 

 ・公平委員   委員長  11,000円  委員     9,000円 

 ・農業委員   会長   87,000円    会長代理  55,000円 

         委員   51,000円 

 ・監査委員   識見  224,000円  議会選出  56,000円 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 
行政委員会委員の報酬について、支給形態と支給額を見直

し、条例を改正した。 

H24 実施 ４月から改正後の条例に基づき実施した。 

    ２４年度で完了 
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Ⅲ 組織・執行体制の改革 

 

１ 組織体制の見直し 

(1) 組織機構の見直し 

次期総合計画の施策体系に沿った合理的かつ効率的な組織機構のあり方を検討し、見直しを

行う。 

 

改革の効果 
効果的かつ効率的な行政運営が可能になるとともに、市民にとってわ

かりやすく、利便性の高い組織機構となる。 

 

Ⅲ－１－(1)－① 

取組名 
組織機構の改正（子ども・子育て関連施策を一

元的に所管する部門の新設） 
所管課 総務課 

取組概要 

市民の利便性の向上と、子どもの健全育成、子育て支援の総合的かつ効果的

な推進を図るため、子ども・子育て支援関連施策を一元的に執り行う子ども

未来部を新たに設置する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 ２３年４月に子ども未来部を設置した。 

    ２３年度で完了 

 

Ⅲ－１－(1)－② 

取組名 組織機構の改正（内部管理部門の整理、統合） 所管課 総務課 

取組概要 

経営資源の最適配分をより効率的に行うことができる行政経営システム体制

の構築や、関連の深い業務の整理統合といった内部管理部門の効率化を図る

ため、企画調整部と財政部を統合し、企画財政部を新たに設置する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
企画調整部と財政部を統合し、２３年４月に企画財政部を

設置した。 

    ２３年度で完了 

 

Ⅲ－１－(1)－③ 

取組名 
組織機構の改正（市民生活に密着した部門の整

理、統合） 
所管課 総務課 

取組概要 
市民協働・都市内地域分権のさらなる推進に取り組むことから、市民生活に

密着した部門の市民生活部と地域振興部を統合する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
市民生活部と地域振興部を統合し、２３年４月から新たな

市民生活部を設置した。 

    ２３年度で完了 
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Ⅲ－１－(1)－④ 

取組名 
組織機構の改正（農商工連携を推進するための

組織の検討） 
所管課 総務課 

取組概要 

本市の農林水産業と商工業の一層の連携を図り、より付加価値の高い地元ブ

ランドの商品開発と販路拡大などを通じて産業経済基盤を強化するため、農

商工連携を推進するための部門を設置する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

農商工連携の推進に向けた取組として、農林業分野におけ

る新事業の創出を支援する必要があると捉え、関連する取

組を進める六次産業担当官を２４年４月に設置することと

した。 

H24 準備手続 六次産業担当官を設置し、その取組状況等を検証した。 

H25 準備手続 六次産業担当官を設置し、その取組状況等を検証した。 

H26 準備手続 
六次産業担当官の取組状況等を踏まえ、本市における農商

工連携推進のための組織のあり方を検討する。 

 

 

Ⅲ－１－(1)－⑤ 

取組名 
部局横断的な課題へ対応するためのポストの新

設 
所管課 人事課 

取組概要 

市役所組織がこれまで以上に部局間の連携を深め、柔軟かつ迅速に意思決定

や業務遂行を進めるため、複数の部局をまたぐ課題に当たる際の迅速な初動

やリーダーシップの強化および機動力の発揮のため、特命リーダーのポスト

を新設する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

６つの成長戦略を推進するため、平成２３年４月１日付け

で次長級職員６名に連携推進官の兼務発令をした。 

また、２４年４月１日付けで（仮称）担当官を設置するこ

ととした。 

    ２３年度で完了 



 

  
 

- 75 - 

 

Ⅲ－１－(1)－⑥ 

取組名 
効率的な組織運営に向けた課所室規模の適正化

や担当の大括り化 
所管課 総務課 

取組概要 
より効率的な組織運営のため、各課所室の適正規模や担当の職員数などにつ

いて検証し、実態を踏まえて課所室規模の適正化・担当の大括り化を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

２４年度機構改正作業において、現行の課所室規模に関し

て検討を行った結果、介護・高齢福祉課を二課体制にする

こととし、規模の適正化を図った。 

H24 継続実施 

介護・高齢福祉課を、長寿福祉課および介護保険課の二課

体制にすることにより、課所室規模の適正化を図った。ま

た、２５年度人事異動に向け、担当リーダーの配置および

担当の大括り化についてヒアリングを行った。 

H25 継続実施 

２６年度機構改正作業において、現行の課所室規模に関し

て検討を行った結果、上下水道局維持管理課における下水

道維持係を下水道建設課に、下水道設備係を下水道施設課

に、それぞれ移管することとした。 

H26 継続実施 
引き続き、各課所室の業務分析を行い、必要に応じて課所

室規模の適正化を図る。 
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  (2) 職員数の適正化 

現行の第三次秋田市定員適正化計画を改定し、適正な定員管理を行う。 

 

改革の効果 適正な職員数となるとともに、人件費の削減が図られる。 

 

Ⅲ－１－(2)－① 

取組名 第４次秋田市定員適正化計画の推進 所管課 人事課 

取組概要 

集中改革プランにおける職員削減の目標を達成したが、さらなる時代の変化

に的確に対応すべく、第三次秋田市定員適正化計画の後期期間に向けた起点

を設定し直し、平成２７年４月１日までの５年間について第４次秋田市定員

適正化計画（平成２５年３月改訂）として推進する。 

また、計画の着実な推進のため、新規採用者数を前年度の退職者数の半数程

度に抑制する。 

 （第４次秋田市定員適正化計画における総職員数の推移） 

  平成２２年４月１日  ３，２６３人 

     ２３年４月１日  ３，２１１人 

     ２４年４月１日  ３，１４１人 

     ２５年４月１日  ３，０５６人 

    ２６年４月１日  ３，００８人 

     ２７年４月１日  ２，９６３人 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

定員適正化計画に基づき、退職者の補充は必要最小限に抑

え、２２年度中の退職者１６３名に対し、２３年４月１日

までに１０６名を採用した。 

＊２３年４月１日現在職員数  ３，２０６人 

また、２７年度期首の目標を維持しつつも、現在の経済雇

用情勢を勘案し、採用年度を前倒し（平準化）することに

より、２３年度末の定年退職者８６人に対して、新規採用

予定者を本計画上の採用数を上回る４５人とする採用計画

を策定した。 

H24 継続実施 

退職者の補充は必要最小限に抑え、２３年度中の退職者１

４４名に対し、２４年４月１日までに７７名を採用した。 

＊２４年４月１日現在職員数  ３，１３９人 

H25 継続実施 

退職者の補充は必要最小限に抑え、２４年度中の退職者２

００名に対し、２５年４月１日までに１０１名を採用した。 

＊２５年４月１日現在職員数  ３，０４０人 

H26 継続実施 

２７年度期首２，９６３人を目指し、引き続き、新規採用

者数を抑制する。 

＊２６年４月１日現在職員数  ２，５６１人（暫定） 
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(3) 職制の効率化 

管理職の効率的な配置を、総数管理を行いながら進めるとともに、意思決定の迅速化の観点

から、全体の職制の見直しを行う。 

 

改革の効果 組織の機動力が高まるとともに、意思決定の迅速化が図られる。 

 

Ⅲ－１－(3)－① 

取組名 管理職層の複線型人事管理に向けた職制の整備 所管課 人事課 

取組概要 

管理職を試験による登用と選考による登用の２つの職群に分け、一方が市政

における重要課題の解決に力を入れるのに対して、もう一方は高い専門性を

活かした部下の指導力向上に主眼を置いた育成をするなど、職制の整備を行

う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

複線型人事管理制度の構築に向け、参事を原則として担当

の一員に位置づけるとともに、ライン職とスタッフ職の管

理職手当に差をつけるなど、制度の内容を検討した。 

H24 実施 
ライン職とスタッフ職の管理職手当に差をつける制度等を

実施した。 

２４年度で完了 
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(4) 事務委任と職務権限の見直し 

市長、副市長のマネジメントの役割を明確にするため、市長から副市長への事務委任の範囲

等について検討する。 

また、庁内分権の推進を図るため、部長、課長等の専決権限の拡大について検討する。 

 

改革の効果 
トップマネジメントの強化が図られるとともに、喫緊の課題等への機

動的な対応が可能となる。 

 

Ⅲ－１－(4)－① 

取組名 市長から副市長への事務委任の実施 所管課 総務課 

取組概要 
市長、副市長のマネジメントの役割を明確にし、トップマネジメントの強化

を図るため、市長から副市長への事務委任の範囲等について検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

市長から副市長への事務委任の状況について、中核市を含

めた他都市の状況を調査した。 

調査の結果、実質的な事務委任の事例はわずかであり、実

施の必要性および委任のあり方ならびに範囲等について、

引き続き検討することとした。 

H24 実施 

副市長等の専決事項を拡大したことにより、トップマネジ

メントの一定の強化が図られたことから、市長から副市長

への事務委任は実施しないこととした。 

    ２４年度で完了 

 

Ⅲ－１－(4)－② 

取組名 部長、課長等への専決事項の拡大 所管課 総務課 

取組概要 

庁内分権を推進し、喫緊の課題等に機動的に対応できる意思決定の迅速化と

各部局における責任体制の明確化を図るため、部長や課長等の専決事項を拡

大する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

部長、課長等へ拡大可能な専決事項については、市長から

副市長への事務委任の内容が影響することから、同取組と

合わせて検討することとした。 

H24 実施 

予算執行伺に係る副市長等の専決事項および支出命令書に

係る部長・課長の専決事項を拡大するとともに、支出負担

行為書に係る企画財政部への合議を不要とするなどの見直

しを行い、関係例規を改正した。 

    ２４年度で完了 
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(5) 消防組織体制の見直し 

都市形態や消防団組織の構成状況の変化への対応および多岐にわたる消防活動の環境整備

のため、消防組織のあり方について見直しを行う。 

 

改革の効果 災害対応力の充実強化が図られる。 

 

Ⅲ－１－(5)－① 

取組名 消防組織機構の見直し 所管課 警防課 

取組概要 
署所の改築、都市形態、人口動態等を踏まえ、組織機構、車両配置および出

動区分の見直しについて検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

土崎消防署本署改築計画に伴い、配置替えする車両を選定

した。また、出動区分については、道路環境整備状況を勘

案しながら来年度も検討することとした。 

H24 実施 

新土崎消防署本署に配置替えする車両を決定するととも

に、市全域の道路環境整備状況を勘案し、出動区分の見直

しについて検討し、現時点での変更箇所を抽出した。なお、

要綱改正および指令装置のプログラム変更については、平

成２７年度の新指令システム導入にあわせて実施すること

とした。 

H25 継続実施 

秋田市北部の防災拠点として５月に開署した新土崎消防署

へ、緊急消防援助隊関係車両および水難救助関係車両を集

約し一元管理すると共に、水難救助隊の出動体制を見直し

た。 

H26 継続実施 
人口減少が進む河辺・雄和地域について、秋田南消防署と

河辺消防署の統合を検討する。 
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Ⅲ－１－(5)－② 

取組名 消防団の活動環境等整備の推進 所管課 消防本部総務課 

取組概要 
秋田市消防団組織等検討委員会が決定する消防団の班にかかる統廃合の方針

に沿って、組織・機構の見直しを行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
下新城分団中野上班と中野下班の統合し、下新城分団中野

班とした。 

H24 継続実施 

下新城分団笹島班と長岡班を統合し、下新城分団長岡笹島

班とし、下新城分団青崎班と下小友班を統合し、下新城分

団青崎下小友班としたほか、浜田分団自在山班と中村１班

を統合し、浜田分団自在山班とした。 

H25 継続実施 
３分団において８班を統合し４班に、１分団において１班

を廃止した。 

H26 継続実施 

秋田市消防団組織等検討委員会が示した方針に基づき、各

分団や班の調整を行い、合意が得られた班について、統合

を実施する。 
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２ 危機管理の強化 

(1) 危機管理体制の充実 

危機管理計画に基づき、市民の生命および財産の安全を守る危機管理体制のさらなる充実を図

る。 

 

改革の効果 危機発生時の被害を最小限に抑えることが可能になる。 

 

Ⅲ－２－(1)－① 

取組名 危機管理計画および危機管理マニュアルの運用 所管課 防災安全対策課 

取組概要 
危機管理計画を策定し、運用を開始するとともに、計画を適宜見直す。また、

部局ごとの危機管理マニュアル作成を促進する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
機構改革に伴い危機管理計画を修正するとともに、部局が

作成した危機管理マニュアルを追加整備した。 

H24 継続実施 
機構改革に伴い危機管理計画を修正するとともに、部局別

危機管理マニュアルの点検・整備を促進した。 

H25 継続実施 
機構改革に伴い危機管理計画を修正するとともに、部局別

危機管理マニュアルの点検・整備を促進した。 

H26 継続実施 

危機管理計画の適正運用、部局別危機管理マニュアルの整

備促進および危機管理意識の醸成と訓練ならびに新たな危

機への対応を実施する。 
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(2) コンプライアンスの推進 

事務処理誤り等の未然防止を図るため、コンプライアンスを前提とした危機管理体制を整備

する。 

 

改革の効果 市民に信頼される市政運営の確保が図られる。 

 

Ⅲ－２－(2)－① 

取組名 不祥事等の未然防止に向けた危機管理体制の構築 所管課 総務課 

取組概要 
コンプライアンスを前提とした危機管理体制を構築し、事務執行の適正化や

効率化を図るとともに、不祥事や事務処理誤りを未然防止する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

危機管理体制の構築に向け、統括リスクマネージャー等を

設置したほか、リスク対策を組み込んだ業務マニュアルの

整備などリスク管理の取組を全庁的に実施した。また、内

部統制に関する講演会を開催したほか、各課のリスクマネ

ージャーを対象に業務リスクマネジメント研修を実施し

た。 

H24 継続実施 

不適切な事務処理事案が発生した際の報告書の様式を定め

るとともに、事案について庁内で情報共有するため統括リ

スクマネージャー会議を開催する体制を整えた。また、昨

年度に引き続きリスク管理の取組を全庁的に実施したほ

か、外部講師によるリスク管理の取組に関する研修を行っ

た。 

H25 継続実施 

引き続きリスク管理の取組を全庁的に実施し、２５年度末

をもって、全てのマニュアルにリスク対策を組み込むこと

とした。また、不適切な事務処理事案が発生した際は、統

括リスクマネージャー会議および「リスク管理ＤＢ」によ

り情報共有を図るとともに、事務の適正化専門部会におい

て発生原因を検証・分析し、根本的なミス防止に向けた対

策を関係課所室で実施した。 

H26 継続実施 

リスク対策を組み込んだマニュアルの効果的な活用や見直

し作業の実施について全庁に働きかけるほか、事務処理ミ

スの発生原因や対応策を全庁で情報共有する取組について

引き続き実施する。 
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(3) 防火対策推進施策の充実 

防火対象物における火災発生危険や人命危険を低減させるための査察体制を強化するとと

もに、放火による火災の低減を目指した放火防止対策を推進する。 

 

改革の効果 
火災発生危険・人命危険のおそれのある防火対象物が減少するととも

に、火災件数に占める放火割合が低減される。 

 

Ⅲ－２－(3)－① 

取組名 査察体制の充実強化 所管課 予防課 

取組概要 
査察の質的向上を図るため、予防技術資格者の育成や査察技術向上のための

研修制度を充実させ、適正な立入検査および違反処理体制を構築する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

予防技術検定合格者のうち１０名（防火査察専門員５名、

消防用設備等専門員４名、危険物専門員１名）を新たに予

防技術資格者として認定（資格者合計８４名）し、研修を

実施したほか、秋田県消防長会主催の違反是正事例研究会

への参加等により、技術力の向上を図った。また、違反対

象物の立入検査を重点的に実施し、不備欠陥事項に対する

是正指導を行った。 

H24 継続実施 

予防技術検定合格者のうち６名（防火査察専門員５名、危

険物専門員１名）を新たに予防技術資格者として認定（資

格者合計９０名）し、適正な立入検査および違反処理体制

の構築を図るため予防技術者研修を実施した。また、１月

には違反是正事例研究会を開催した。 

H25 継続実施 

予防技術検定合格者のうち１名（防火査察専門員）を新た

に予防技術資格者として認定（資格者合計９０名）した。

また、適正な立入検査および違反処理体制の構築を図るた

め予防技術者研修および違反是正事例研究会を開催すると

ともに、消防庁主催の違反是正の推進に係る実務研修（川

崎市消防局、仙台市消防局）に職員２名を派遣した。さら

に、違反処理体制を強化するため各消防署に違反処理管理

者を配置した。 

H26 継続実施 
引き続き、予防技術資格者の認定や査察技術向上のための

研修等の充実を図り、適正に査察を実施する。 
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Ⅲ－２－(3)－② 

取組名 放火火災防止対策の推進 所管課 予防課 

取組概要 

放火火災に関する情報を市民へ提供し、放火に対する防火意識の高揚を図る

とともに、地域における放火危険性を検証し、その結果をもとに放火危険要

因を排除するなど、放火されない環境づくりを推進する。 

 （本市における火災件数に占める放火割合） 

平成２２年 ２０．５％ （２１年全国平均は２１．９％） 

平成２６年 １５．０％未満（目標値）   

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

消防団の協力を得て春と秋の火災予防運動期間中に放火防

止対策についてのチラシを配布したほか、テレビやラジオ

等を活用し市民への広報を実施した。放火火災防止対策モ

デル地区においては講話の実施、チラシの配布、のぼり旗

を設置し放火火災防止の普及啓発を行なった。 

 （本市における火災件数に占める放火割合） 

  平成２３年実績：２２．４％ 

H24 継続実施 

２３年度と同様に実施したほか、各消防署において巡回警

戒を実施した。放火火災防止対策モデル地区や放火火災が

発生した地区に、センサーライトやのぼり旗等を設置し、

放火火災防止に努めた。 

 （本市における火災件数に占める放火割合） 

  平成２４年実績：１１．６％ 

H25 継続実施 

２４年度と同様に実施したほか、放火火災が発生した市の

管理する公園にセンサーライトやのぼり旗を設置し、放火

火災防止に努めた。 

（本市における火災件数に占める放火割合） 

平成２５年実績：８．０％ 

H26 継続実施 ２５年度と同様に発生地域を重点とした広報に努める。 
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３ 人事制度の見直しと職員の資質向上 

(1) 人事評価結果の活用の検討 

人事評価結果を任用等の基礎として活用するための仕組みを検討する。 

 

改革の効果 職員の任用等に係る透明性および公正性が高まる。 

 

Ⅲ－３－(1)－① 

取組名 部長級職員の勤勉手当への反映 所管課 人事課 

取組概要 部長級職員の人事評価の結果を、勤勉手当の支給率の決定に活用する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
市長事務部局の部局長級職員の人事評価結果を、翌年度６

月勤勉手当の支給率決定に反映させる改正を行った。 

H24 継続実施 
前年度の評価結果を６月勤勉手当に反映させたほか、今後

も継続して実施することとした。 

２４年度で完了 

 

 

 

 

(2) 職員研修の見直し 

高い使命感、倫理観、意欲を持ち、的確に業務を遂行できるよう、職員の資質向上を図るた

めの研修を充実する。 

 

改革の効果 職場の組織力、職員力の向上が図られる。 

 

Ⅲ－３－(2)－① 

取組名 秋田市職員研修基本計画の改訂 所管課 
人事課自治研修

センター 

取組概要 

新しい総合計画や行政改革大綱を推進するための職場のニーズ等をふまえ、

職員の資質向上や職場の組織力向上をめざした職員研修を実施するため、秋

田市職員研修基本計画の内容を改める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
職員研修基本計画を２３年３月に改訂し、計画書を全庁に

配付するとともに市ＨＰに掲載した。 

    ２３年度で完了 
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Ⅲ－３－(2)－② 

取組名 実務分野の科目拡大など職員研修の充実 所管課 
人事課自治研修

センター 

取組概要 

職員の業務遂行能力や政策形成能力の向上、職場の活力増進を図るため、実

務に役立つ科目の設定や職場での実践活動を促す取組、職員の健康管理への

支援、受講後のフォローアップの充実などを進める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

業務リスクマネジメント研修やＣＳ向上窓口改善研修など

を新たに実施し、実務に役立つ科目の設定や職場での実践

活動を促す取組を進めた。 

H24 継続実施 

全庁的なリスク管理の一環として業務ミス防止研修を実施

したほか、接遇強化を図るため電話応対の覆面調査と職場

での改善実践活動を取り入れた接遇研修を新たに実施し

た。 

H25 継続実施 

全庁的なリスク管理の一環として業務ミス防止研修を実施

したほか、接遇強化を図るため電話応対と窓口印象度の覆

面調査に基づく職場での改善実践活動を取り入れた接遇窓

口改善研修を実施した。 

H26 継続実施 科目や内容を適宜見直しながら実施する。 
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(3) 多様な働き方を可能とする人事制度の活用促進 

育児休業、高齢者部分休業および育児短時間勤務等の休業・短時間勤務制度の活用を促進す

る。 

 

改革の効果 組織の活性化、職員の意欲向上および時間管理の効率化が図られる。 

 

Ⅲ－３－(3)－① 

取組名 任期付職員の採用 所管課 人事課 

取組概要 

任期付職員は国体開催時の採用にとどまっているが、今後は、美短の４年制

大学化や新庁舎建設など一時的な業務量の増加が見込まれ、組織の活性化を

図るとともに職員数の肥大化を防止するためにも、任期付職員を積極的に採

用する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
２３年１２月２日付けで任期付職員  （任期は２６年３月

３１日まで）を３人採用した。 

H24 継続実施 
２４年１０月１日付けで任期付職員 （任期は２７年３月

３１日まで）を１１人採用した。 

H25 継続実施 
２５年４月１日付けで起業創業支援担当課長を採用したほ

か、同年７月１日付けでICT推進担当課長を採用した。 

H26 継続実施 一時的な業務量の増加など必要に応じて実施する。 

 

Ⅲ－３－(3)－② 

取組名 男性職員の育児休業取得率１０％に向けた取組 所管課 人事課 

取組概要 

女性職員の育児休業取得率が高い(９７％、２１年度)一方、男性職員の取得

率が極めて低い(０％、同)ことから、通常の育児休業よりも取得要件を緩和

した『産後パパ育休』の活用促進などにより、男性職員の取得率向上を図る。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

特定事業主行動計画に基づく取組として、育児休業取得可

能な男性職員に対し、制度の周知を図った。 

 （２３年度育児休業取得率） ４．４％ 

H24 継続実施 
〃 

（２４年度育児休業取得率） ５．４％ 

H25 継続実施 
〃 

（２５年度育児休業取得率） ４．１％(暫定) 

H26 継続実施 特定事業主行動計画に基づく取組を引き続き実施する。 
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４ 電子自治体の推進 

(1) 電子自治体の推進 

システムのオープン化やクラウド化などに向けた基幹システム等の見直しを検討するとと

もに、ファイルサーバーの容量を拡大し、情報インフラを整備する。 

また、インターネットを通じて各種申請や手続を行うことができる項目を増やすなど、電子

申請サービスを拡充する。 

 

改革の効果 
安定したシステム運用と調達コストの低減が図られる。 

また、電子申請の利用率の向上が図られる。 

 

Ⅲ－４－(1)－① 

取組名 
ＩＴエキスパートによるシステムの見直しおよ

び最適化 
所管課 情報統計課 

取組概要 

情報システム全体の最適化を図るため、公募のＩＴエキスパートによりシス

テム調達のあり方を見直すとともに、増大する行政情報処理に対応するため、

情報インフラ整備の一環としてファイルサーバーの容量を拡大する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

最適化を図るため、基幹システム、行政情報ネットワーク

システムの契約を見直したほか、随意契約から可能なもの

について入札方式に切り替えた。また、ファイルサーバー

の容量を従前の３倍に拡大した。 

H24 継続実施 

庁内のサーバー統合の可能性調査を行ったほか、膨大な量

の工事関係の図面などを保存し、関係課間で利用するため、

２５年度の新たなファイルサーバー設置に向けた予算要求

を行った。 

H25 継続実施 

ファイルサーバーを設置し、電子納品を可能とした。また、

ＩＴエキスパートとして、ＩＣＴ推進担当課長を公募の上、

２５年７月１日に情報統計課に配属し、システム関連の新

たな調達や改修等について、同担当課長と事前協議を行う

ことにより、システム関連の適正な業務執行に努めた。 

H26 継続実施 
情報システムの最適化を進めるため、庁内の各課所管の物

理サーバーの統合を行う。 
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Ⅲ－４－(1)－② 

取組名 電子申請サービスの拡充 所管課 情報統計課 

取組概要 

住民の利便性向上に資するため、これまでの実績を検証し、他都市の状況や

市民ニーズを踏まえながら、電子申請サービスの拡充を図る。 

（現在実施している電子申請サービス） 

   ① 市民の声 

② 市民の声（モバイル版）（24年度追加） 

③ 市役所見学等申込み（23年度追加） 

④ ふるさと納税申込み（24年度追加） 

⑤ 水道の使用開始の申込み 

⑥ 水道の使用中止の申込み 

⑦ 公共下水道の私道内設置申請に関する説明会申込み 

⑧ 野外音楽堂の使用許可 

⑨ 食品関係廃業（休業）届出 

⑩ 消費生活出前講座申込書 

⑪ 防災訓練申込書 

⑫ 応急手当指導員の派遣依頼 

⑬ 道路占用者住所・氏名等変更届 

⑭ 介護給付費過誤申立依頼 

⑮ 介護予防サービス計画作成（変更）届出 

⑯ 介護予防サービス計画作成（変更）届出（小規模多機能型用）  

⑰ 居宅サービス計画作成（変更）届出 

⑱ 居宅サービス計画作成（変更）届出（小規模多機能型用） 

⑲ 介護保険負担限度額認定申請  

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

広報広聴課（社会見学等の申請）の業務の一部を電子申請

化した。スマートフォン等も含めた複数のブラウザに対応

できるよう、電子申請様式を修正した。 

H24 継続実施 

携帯電話・スマートフォンから「市民の声」を利用できる

ように電子申請システムを改修した。また、粗大ごみの収

集や水道の名義変更等の諸手続が電子申請システムで行え

るよう関係部局と調整した。 

H25 継続実施 

道路除排雪に関する情報等受付、高齢者等の間口除排雪登

録申し込み、乳がん検診の集団検診申し込み、乳がん検診

のマンモグラフィ検査などの限定期間の申請業務を新たに

加えたことにより２２件の業務で電子申請可能となった。 

H26 継続実施 

簡易な事務手続きなどでの来庁者や電話をできるだけ減ら

すため、市民ニーズと比較的電子申請化しやすい業務との

マッチングを担当者と協議し、庁内の洗い出しを行い、で

きるものから実施していく。 
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Ⅲ－４－(1)－③ 

取組名 医療機関等へ発出する文書のペーパーレス化 所管課 保健総務課 

取組概要 
医療に関する注意喚起や周知等に関する国や県が発出する文書について、医

療機関への通知方法を電子媒体による手法に切り替える。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

７月に全国保健所長会政令４８市を対象に医療機関への通

知方法等の状況を、また、１１月に市内の対象医療施設に

対し周知文書等の受取方法に関するアンケート調査をそれ

ぞれ実施した。 調査結果を踏まえ、電子通信機器で対応可

能な施設へ電子メール等による通知を開始した。 

    ２３年度で完了 

 

 

(2) 工事関連業務の電子化 

業務の合理化、効率化や情報の共有化を図るため、公共工事設計積算業務や工事完成図書類

の納品について電子化を推進する。 

 

改革の効果 
省スペース化やペーパーレス化によるコスト縮減、電子納品による情

報の共有化および施設の維持管理の効率化が図られる。 

 

Ⅲ－４－(2)－① 

取組名 工事関連業務の電子納品化 所管課 公共施設監査保全室 

取組概要 
秋田県等が導入しているシステムの検討や利用者アンケート等の実施によ

り、秋田市の現状に適した工事関連業務の電子化を推進する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
他都市の動向を調査した。本市の現状に適したシステムを

検討した。 

H24 準備手続 

完成図書類のフォルダ構成等を定めた電子納品要領案を作

成したほか、電子納品されたＣＤ―Ｒのフォルダ構成やフ

ァイル形式等について電子納品要領案の仕様に基づいてい

るか確認した。また、情報統計課と協議して電子納品され

るデータは庁内ＬＡＮサーバーを増強して格納することと

した。 

H25 実施 
「工事完成図書の電子納品等要領」および「取扱いについ

て」を策定し、平成２６年１月１日から施行した。 

H26 継続実施 実施内容の検証および改善を行う。 
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５ 地方公営企業等の改革 

(1) 市立病院の経営形態の見直し 

市立秋田総合病院中期経営計画（平成２１年２月策定）に基づく経営の健全化を進める中で、

経営形態の基本的な事項について整理を行い、最適な経営形態への移行について検討する。 

 

改革の効果 良質で安全な医療の継続的な提供が図られる。 

 

Ⅲ－５－(1)－① 

取組名 市立秋田総合病院の地方独立行政法人への移行 所管課 
病院法人移行準備室 

（市立病院総務課） 

取組概要 

市立秋田総合病院の経営形態検討報告書(２４年８月提出)で市立病院にもっ

ともふさわしい経営形態は地方独立行政法人であるとの結論に至ったことか

ら、患者サービスの向上と経営の効率化を図り、良質で安全な医療を提供し

続けるため、２６年４月を目途に地方独立行政法人への移行を目指す。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

経営形態検討委員会および外部有識者からなる委員会を開

催し、市立病院の経営形態の検討に係る基本的な考え方と

主な視点に基づき、５つの経営形態についての比較、検討

を行い、最適な経営形態として地方独立行政法人に絞り込

んだ。 

H24 実施 

市立病院にとって最適な経営形態は地方独立行政法人であ

るとの結論に至った報告書を受け、２６年４月を目途に市

立秋田総合病院の独立行政法人化を目指すこととし、１０

月１日に病院法人移行準備室を設置し、３月１４日には定

款が議決された。 

また、独立行政法人化後の人事給与制度等を検討したほか、

中期目標等の検討を行う法人設立委員会を設置した。 

H25 継続実施 

市が法人の達成すべき中期目標を定め、その目標を具体化

するための中期計画を定める。中期目標および中期計画等

の策定に当たっては、評価委員会の意見等を踏まえつつ、

議会からなどの意見も可能な限り反映した。 

年度計画、業務方法書および就業規則などの各種規程等を

整備するほか、市からの権利義務の承継を確定させ、重要

財産条例や職員引継条例の議決を受け、法人の財産基盤を

確立させるなどの諸準備を行った。 

H26 継続実施 
県への法人の認可申請等を経て、２６年４月１日に地方独

立行政法人として開院する。 
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(2) 美術工芸短期大学のあり方の検討 

４年制大学化や公立大学法人化など、美術工芸短期大学のあり方に関する検討を進めるとと

もに、大学の質の向上を図る。 

 

改革の効果 大学における教育内容の充実と効率的かつ安定的な経営が図られる。 

 

Ⅲ－５－(2)－① 

取組名 ４年制大学化および公立大学法人化 所管課 企画調整課 

取組概要 

大学の競争力を高め、就職市場での評価を向上させ、人材育成という教育目

標を高度な次元で達成し、芸術・文化をいかしたまちづくりに貢献するため

には、４年制大学化が最も有効であると考えられることから、可能な限りコ

ストを抑制しつつ、十分な質を備えた４年制大学の設置および公立大学法人

化を実現する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

４年制大学設置準備委員会を設置し、そこでの審議を経な

がら新大学の基本構想を取りまとめるとともに、法人化の

基本方針等の策定に向けた検討を進めた。また、文部科学

省等との事前協議を行うとともに、高校生・事業所へのニ

ーズ調査など必要な資料の作成を行い、２５年４月開学に

向けて設置認可申請書類を提出した。 

H24 準備手続 

４年制大学設置準備委員会のほか、新たに設置した法人の

評価委員会において、中期目標・中期計画などの重要事項

を審議したほか、定款や関係例規の制定・改廃、基礎的財

産の承継、既存教員の引継、新規職員の採用、財務会計・

人事給与システムの構築などの準備を行い、県から法人設

立認可を受けた。 

また、文部科学省による審査に対応して必要な教員の補充

などを行い、大学設置の認可、教職課程の認定、学芸員養

成課程の確認を得た。さらに、高校訪問・進学説明会・オ

ープンキャンパスのほか、各種媒体を用いたＰＲ活動を行

うとともに、入学者選抜試験を実施し、入学者を確保した。 

H25 実施 公立大学法人が運営する４年制大学として開学した。 

２５年度で完了 
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(3) 卸売市場のあり方の見直し 

効率的で柔軟な運営が可能となる地方卸売市場への転換を進めるとともに、指定管理者制度

を導入する。 

 

改革の効果 各種規制緩和により効率的な取引が行われ、市場の活性化が図られる。 

 

Ⅲ－５－(3)－① 

取組名 青果部、水産物部の地方卸売市場への転換  所管課 市場管理室 

取組概要 
開設する３部門のうち、青果部および水産物部について地方卸売市場への転

換を進める。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

地方化に向けて、国や県への事務手続きおよび報告を行っ

た。また、公設地方卸売市場に係る条例や規則の整備等を

行った。 

H24 実施 
２４年４月１日に、青果部および水産物部を「秋田市公設

地方卸売市場」へ転換した。 

２４年度で完了 

 

 

Ⅲ－５－(3)－② 

取組名 指定管理者制度の導入 所管課 市場管理室 

取組概要 
卸売市場の管理運営について、青果部および水産物部の地方化と同時に指定

管理者制度を導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

「秋田市公設地方卸売市場」に係る管理、運営を指定管理

者に行わせることができる旨を規定した条例を整備した。

また、指定管理者の候補者を選定し、１２月議会で可決さ

れた。 

H24 実施 
２４年４月１日から「秋田市公設地方卸売市場」に指定管

理者制度を導入した。 

    ２４年度で完了 
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Ⅲ－５－(3)－③ 

取組名 花き部の地方卸売市場への転換にかかる検討 所管課 市場管理室 

取組概要 
市場運営の効率化や自由度の高い取引環境づくりの観点から、花き部の地方

卸売市場への転換について検討を行う。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 
卸業者の代表者に、同部門の地方卸売市場転換への打診を

再度にわたり行った。 

H24 検討 
引き続き、卸業者の代表者に、同部門の地方卸売市場転換

への打診を行った。 

H25 検討 
引き続き、卸業者の代表者に、同部門の地方卸売市場転換

への打診を行った。 

H26 準備手続 同部門の関係者と協議を行う。 
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(4) 上下水道局の経営改革 

地方公営企業として経済性を発揮する視点から、適正な定員管理、施設の統廃合などを進め

るとともに、包括的民間委託導入の検討を進め、効率化を図る。 

 

改革の効果 経営の健全化が図られる。 

 

Ⅲ－５－(4)－① 

取組名 職員数の適正化 所管課 上下水道局総務課 

取組概要 

地方公営企業の経営の効率化を図るため、定員適正化計画に基づき、適正な

定員管理を行う。 

 （定員適正化計画における上下水道局の職員数の推移） 

 平成２２年４月１日  ２１８人 

２３年４月１日  ２１５人 

２４年４月１日  ２１１人 

２５年４月１日  ２０８人 

２６年４月１日  ２０４人 

２７年４月１日  ２００人  

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 

業務量に応じた職員配置の適正化を図り、計画より１人少

ない２１４人とした。 

＊２３年４月１日現在職員数：２１４人 

H24 継続実施 

業務量に応じた職員配置の適正化を図り、計画より５人少

ない２０６人とした。 

＊２４年４月１日現在職員数：２０６人 

H25 継続実施 

業務量に応じた職員配置の適正化を図り、計画より９人少

ない１９９人とした。 

＊２５年５月１日現在職員数：１９９人 

H26 継続実施 

業務量に応じた職員配置の適正化を図り、引き続き定員管

理に取り組む。 

＊２６年４月１日現在職員数：１８３人（暫定） 
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Ⅲ－５－(4)－② 

取組名 包括的民間委託の実施 所管課 上下水道局総務課 

取組概要 

現在、個別に委託している施設の維持管理や料金に関する業務などについて、

コストの縮減や効率化を図るため、業務の内容や関連性などを考慮しながら

複数の業務を一括して業者に委託する包括的民間委託を導入する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

お客様センターが所管している業務を対象に、他都市調査

および先進地視察を行いつつ、実態からみて委託可能な業

務の検討および課題の整理を行った。 

H24 準備手続 
課題への対応について調査・検討し、委託業務内容および

水準書等を決定した。 

H25 準備手続 
「お客様センター業務等の包括的民間委託」に関する契約

および移行準備を進めた。 

H26 実施 
「お客様センター業務等の包括的民間委託」により業務を

開始する。 

 

 

Ⅲ－５－(4)－③ 

取組名 八橋下水道終末処理場のあり方に関する検討 所管課 上下水道局総務課 

取組概要 

同処理場が流域下水道終末処理場に近接しており、両処理場を統合すること

で効率的で経済的な下水処理が行える可能性があることから、施設の改築、

更新時の選択肢の一つとして流域下水道への接続の可否を検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 実施 
施設計画案に基づく経済比較を行い、概ねの整備方針案を

策定した。 

H24 継続実施 

整備方針を県と協議し、流域下水道へ汚水接続することで

決定した。これにより八橋処理場は雨水処理場として存続

させ、県は平成３２年度までを目標として流域下水道終末

処理場での受入準備を進めることとした。 

２４年度で完了 
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Ⅲ－５－(4)－④ 

取組名 浄水場の整理・統合 所管課 水道建設課 

取組概要 水需要に対応した効率的な施設運営を行うため、浄水施設を整理、統合する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 準備手続 

雄和地域では、仁井田浄水場からの浄水を送る送水管の布

設、ポンプ場の築造、遠隔監視設備の整備を行った。 河辺

地域では、２４年度に行う浄水場の整理・統合に関する設

計を委託した。 

H24 実施 

雄和地域では、雄和・清水木浄水場の浄水機能を停止し、

取水・浄水施設の撤去の設計を委託した。 

河辺地域では、送水管の布設やポンプ設備および遠方監視

設備を整備し、和田浄水場を廃止した。 

H25 継続実施 

旧雄和浄水場取水施設について、河川管理者（国土交通省）

及び道路管理者（秋田県）に工事の詳細を説明し、撤去方

法や交通規制等に関し協議を行った。 

H26 継続実施 旧雄和浄水場の取水施設の撤去工事を行う。 
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(5) 大森山動物園会計のあり方の検討 

公園と一体化した大森山自然動物公園構想を見据え、特別会計としてのあり方を検討する。 

 

改革の効果 
公園と動物園の一体的な管理運営により、予算および人員の効率化が

図られる。 

 

Ⅲ－５－(5)－① 

取組名 特別会計としてのあり方の検討 所管課 大森山動物園 

取組概要 

一般会計で実施している大森山公園にかかる事業と特別会計で実施している

大森山動物園にかかる事業について、今後、両事業を一体化して進めること

とした大森山自然動物公園構想を見据え、大森山動物園特別会計のあり方を

検討する。 

年度別 

実施内容 

年度 実施内容 

H23 検討 

特別会計としての課題抽出を行った。また、大森山公園と

同公園内の大森山動物園の両施設を効率的に管理・運営す

るため、公園課が所掌する大森山動物園に係る事務を大森

山動物園に移管し、大森山公園事務所を廃止することとし

た。 

H24 検討 
特別会計とした過去の経緯、現状と課題を踏まえた検討会

を園内・部内で開催した。 

H25 準備手続 
一般会計部分および大森山動物園会計部分の現状分析を行

い、動物園内での方針を検討した。 

H26 実施 部内検討委員会を設置し、方針を決定する。 
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